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2018年、私たちは仕事の世界における労働
者、職場、そしてテクノロジーの劇的な変化
を目の当たりにしています。今回の11,000

人以上のビジネスとHRのリーダーを対象にした調
査と、先進企業の経営層とのインタビューの結果、
私たちは根本的な変化が起きつつあることを確信
するに至りました。企業はもはや財務的なパフォー
マンスといった伝統的な指標や、製品・サービスの
質だけでは評価されません。企業がもたらす社会
全体へのインパクトだけでなく、むしろ従業員、顧
客、コミュニティとの関係性によって評価されるケー
スが増えています。すなわち、営利企業からソー
シャル・エンタープライズへの転換です。
ソーシャル・キャピタルはその価値という点で、
金融資本や物的資本に続く新たな位置付けをさま
ざまな側面において占めるに至っています。例えば
最近の調査では、CEOの65%が「インクルーシブ
な成長」を戦略上の関心事項のトップ3に挙げて
おり、これは「株主価値」の3倍です 1。今や事業
の成功には、顧客や従業員だけでなく、地域のコ
ミュニティ、規制機関、そしてさまざまなステーク
ホルダーとの良好な関係性を維持しながら社外のト
レンドや、物の見方・意見を取り入れることが求め
られます。このような関係性を構築すべく、ビジネ
スリーダーは関係者の意見に耳を傾け、その情報
をもとに透明性ある行動を心がけ、コラボレーショ

ン促進のために組織のサイロ化を解消し、また、
これらの行動を通して信用・信頼・調和を築き上げ
なければなりません。これは単なる利他的な行為
ではありません。これは企業の評判を維持するた
めの大切な要素であり、会社にとって重要な働き手
を惹きつけ、引き留め、エンゲージメントを高める
ため、そしてまた顧客のロイヤルティを育むために
必要な行動なのです。

2018年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドは、世界のビジネスリーダーが直面
する劇的な変化を浮き彫りにしたレポートとなりました。その変化とはソーシャル・エンタープ
ライズが急速に存在感を増していることです。この変化は、企業の目的を形づくることや、ス
テークホルダーとの関係性を定義すること、また、企業の究極的な成功・失敗を左右すること
においてソーシャル・キャピタルの重要性が高まっていることを反映しています。

はじめに
ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企
業）とは?
ソーシャル・エンタープライズとは、「収益の増
加」と、「環境やステークホルダーの尊重・支
援」の双方を使命とする企業です。これには今
日の世界を形成するトレンドに耳を傾け、投資
し、また、積極的に働きかけることが含まれて
います。このような企業は、競合のロールモデ
ルとなり、また企業のあらゆる階層における密
なコラボレーションを促進しながら、社内外双
方に対して「良い企業市民」であることの責任
を進んで担っています。
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過去のグローバル・ヒューマン・キャピタル・ト
レンド調査においては、多くの企業がコラボレー
ションと組織内のアジリティを強化する目的で「ネッ
トワーク組織型」へ移行する動きが見られました 2。
現在この動きには、組織内部から組織外部のエコ
システムに焦点を合わせる動きも伴ってきています
（図1）。この両方の変化を実現している先進的な企
業は、ソーシャル・エンタープライズのコンセプト
を具現化しています。これはステークホルダーのあ
らゆる期待と要求を感じ取る敏感さと、それを提供
する対応能力を具備している組織といえます。

過去10年：今日の 
「転換点」に至った背景
なぜこの様な変化が起きているのでしょうか？こ
れは世界的金融危機以来生じている社会的、経済
的、そして政治的変化に起因すると考えられます。
2008年からの景気回復にも関わらず、金銭的な

利益の増加が、個々の生活の向上、社会的問題へ
の取り組み、政治的な安定、テクノロジーがもたら
す予期しない事態の回避等に貢献していない状況
について、多くの人々は不満を感じています。政府
や社会的機関に対する人々の信頼は過去に比べて
低下しています。そしてビジネスリーダーたちがこの
ギャップを埋めることに大きな期待が寄せられてい
ます。
今年BlackRockのCEOであるLaurence Fink

はこの点について言及しています。彼がCEOたちへ
宛てた年次書簡には次のように記されています。
「人々の目は民間企業に向けられており、幅広い社
会的課題への対応を期待している、そして企業は
社会的目的にかなうものであって欲しいと要望して
いる3。」FinkはBlackRock自身を含むステークホ
ルダーは今やこの考え方に基づいて企業を評価して
いると述べています。New York Timesはこの書簡に
ついて「資本主義の本質」を問い直す「ウォール街
の重要な分岐点」になり得ると報じました4。

Deloitte Insights | deloitte.com/insightsSource: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．ソーシャル・エンタープライズの発展
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ソーシャル・エンタープライズの興隆の背景におい
て、この変化を強く促す3つの大きな力があります。

1．個人の力の増大と、その最前線にあるミレニ
アル世代：市場が成熟して、若者たちは自分たちの
生活は自らの親たちの時代よりも悪くなるだろうと
考えるようになっています。そして彼らは企業の行
動原理や、指針となる経済的・社会的規範につい
て積極的に疑問を投げかけています 5。彼らにとっ
て、ソーシャル・キャピタルは彼らの働く場所や購
入する商品を決める際の重要な要素となっており、
ミレニアル世代の86%はビジネスの成功は単純に
財務的パフォーマンスだけでは評価できないと考え
ています 6。多くの国でミレニアル世代は労働人口
の過半数を占めており、彼らの力はこれからますま
す増大していきます。
この個人へのパワーシフトは、今日のハイパーコ
ネクテッド・ワールド（あらゆるものがつながる世
界）によって促進されて
います。このような世界
では、人々はグローバル
に、そしてリアルタイム
に、企業とその製品につ
いての情報を入手したり、
多くの人々に向けて自ら
の意見を表明したり、そ
して社会運動へも参加
することができます。
2015年には、この高い
透明性を特徴とするトレ
ンドを「ネイキッドな（偽
りのない）組織」と呼
びました7。2018年にお
いては、この3年という
短い期間を経て、個人
は企業についてのより多くの情報を得て、さらに高
い期待を寄せる状況にあります。

2．企業は社会において広がるリーダーシップ
の不在を埋めることを期待されています：世界中
で、人々は政府より企業に信頼を寄せています。
2018年のEdelman Trust Barometerの調査に
よると、「正しいことをする」という点で52%の人々
が企業を信頼すると回答する一方で、政府を信頼
すると回答した人は43%に過ぎませんでした 8。特
に米国では、政府への信頼は4年連続の下降を記
録し、今回は33%でした 9。政治システムは二極化
し、社会課題に効果的に対応できなくなっていると
いう見解が広がっています。市民は企業に対して、

より平等で公平な世界の創造を促すべく、所得の
不平等、ヘルスケア、ダイバーシティ、サイバーセ
キュリティ等、重要な課題に取り組むことを期待し
ています。
この期待は企業にとっては非常に大きなプレッ
シャーとなりますが、同時にチャンスにもなり得ま
す。人々と関わり、信頼に値する企業であることを
示している会社は、高い評価を得て、同志を獲得
し、そして従来の公共政策のメカニズムに影響を与
えるか、もしくは取って代わりつつあります。
Amazonの Jef f BezosやSalesforceのMarc 
BenioffなどのCEOたちは、自分たちの企業を社
会的な利益のために効果的に活動させることに長
けています 10。Amazon、Berkshire Hathaway、
そして JP Morgan Chaseが従業員のヘルスケアの
コストを低減すべく合同で立ち上げた組織を考えて
みてください。政府が自力で解決できない課題に

取り組み、同時にビジネ
スとしての利益も期待で
きるのです 11。一方で、
無関心で鈍感な企業は、
ソーシャルメディアで手
厳しく批判され、ネガ
ティブな注目を集め、幅
広いステークホルダーか
ら厳しい質問を浴びせら
れることになります。

3．テクノロジーの変
化は、持続的・包括的
な成長という大きな機
会を生みだすと同時に、
社会に予期せぬインパク
トを与えています：人工
知能（AI）の進歩と新し

いコミュニケーション・テクノロジーは、仕事の仕
方、仕事に携わる人、そして仕事の社会への影響
を根本的に変えています 12。例えば、機械学習は3
年前には主流とはいえませんでしたが、今日では IT
分野において最も注目されるものの1つになってい
ます。そして同時に、雇用の喪失という大きな不安
の種にもなっています。急速なテクノロジーの変化
は、貴重な機会となる可能性を秘めていますが、
同時に社会的な結束を弱めるという意図しないイン
パクトをもたらすことも人々は理解しつつあります。
多くのステークホルダーは危機感を募らせており、
このインパクトが良い方向へ作用するよう企業の働
きに期待しています。

政府や社会的機関に対
する人々の信頼は過去に
比べて低下しています。
そしてビジネスリーダー
たちがこのギャップを埋
めることに大きな期待
が寄せられています。
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テクノロジーの発展は、企業が社会へポジティブ
なインパクトをもたらす新しい機会となるという良
いニュースでもあります。役員レベルの回答者の
87%は「インダストリー4.0（デジタル技術と物理
的な技術を組み合わせた産業革命）」はさらなる平
等と安定をもたらすと回答し、また74%は政府や
その他の機関よりも企業がこのような未来を構築す
るための影響力を持つと回答していることからも、
このことが見て取れます 13。

ソーシャル・エンタープライズに
なる
ソーシャル・エンタープライズとしての行動の基
本は、内部だけでなく外部環境にも注意深く「耳を
傾ける」ということです。ビジネスパートナーや顧
客だけでなく、企業が影響を与え・与えられる社会
に存在するすべての人々がこの対象となり得ます。
今日の世界では、企業が既に所有する人的データ
を十分活用することができれば、耳を傾ける機会

2018年ヒューマン・キャピタル10のトレンド：重要性とレディネス（準備性）
2018年の調査では5つのトレンドにおいて「重要」とした回答が80%を超えました。さらに、2つのトレン
ド、すなわち「AI、ロボティクス、自動化」と「新たな報酬」は、重要度とレディネスの間に40%以上の
ギャップがありました。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends, 2018.

図2．トレンドの重要度とレディネス
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グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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はかつてないほど豊富に存在するでしょう。情報が
適切に管理される限り、職場のハイパーコネクテッ
ド化により、働く人々の間におけるインタラクショ
ンや外の世界とのインタラクションが極めて有用な
分析の情報源となり得ます。リーダーたちは職場の
内部と外部双方のトレンドに常に目を向けられるよ
う、この豊富な情報をプロアクティブに管理し、活
用するべきです。
ソーシャル・エンタープライズになるということは、
社会全体に幅広く投資することも意味します。これ
は自社の従業員への投資から始まり、全従業員を
（オン・バランスとオフ・バランスシートの両方で）
公平、透明かつ偏見の無い方法で取り扱うことを意
味します。リーダーたちは、各人のキャリアだけで
はなく、心身そして経済的側面においても健全さを
維持できる職場環境の提供を追求すべきです。こ
れにより企業は社内の労働力と社外の労働力エコ
システムの双方に投資することになり、結果として

自社と社会全般に恩恵をもたらすことになるのです。
また、ソーシャル・エンタープライズは、関わり
のあるステークホルダー各々との関係性を戦略的に
定義し、これを追求することで、ソーシャル・エコ
システムにおける自身のポジショニングを積極的に
行います。これは内向きで自己中心的なスタンスで
は成し遂げられません。本年のレポートでは経営陣
が各トレンドに関連して取るべき一連のアクション
を示しています。焦点となる各領域においては、社
内外双方を跨いだ強力なリーダー同士のコラボ
レーションを必要とします。リーダーたちは、公明
正大で平等な市場を創り出し、持続させるべく、
「交通ルール」を規定する政府や規制機関との関係
を築き、連携することが求められます。そしてまた、
コミュニティや教育機関と手を携え、会社（そして
経済全体）の発展のために必要なスキルを持つ人
材の安定的な供給の維持に手を貸すべきです。
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2018年におけるヒューマン・ 
キャピタルの10のトレンド
本年のレポートでは、ヒューマン・キャピタルにお

ける10のトレンドを紹介しながら、ソーシャル・エン
タープライズについての総合的見解を示しています。

トップから：シンフォニックな経営陣

トレンド1．シンフォニックな経営陣： 
チームがチームをリードする
ソーシャル・エンタープライズとして行動し、外
部環境の大きなトレンドに効果的に対応するには、
経営陣によるこれまでにないレベルのクロスファン
クショナルなビジョン、コネクティビティ、コラボ
レーションが必要です。リーダーたちはここで私た
ちが述べている「シンフォニックな経営陣」として
行動する必要があります。これは各自のチームを指
揮しながら、経営陣自身もチームとして一丸となっ
て協調するということです。このアプローチにより、
経営陣は外部の力が会社に与えるインパクト（社内
の多様な機能に与えるインパクト）を理解し、協調
的かつアジャイルな対策を講じることができます。
「シンフォニックな経営陣」は継続的に進化する
リーダーシップモデルの新たなステージといえます。
この新しいモデルは、経営陣らにとって、会社が直
面する複雑なソーシャル・キャピタルの課題を理解
し対処するために不可欠です。これにより経営陣は
さまざまな機会を活かし、リスクを管理し、社内
外のステークホルダーとの関係を構築することがで
きます。加えて、シンフォニックなリーダーシップモ
デルは成長に欠かせない要素です。私たちの調査
では、所属する会社の経営リーダーたちが「相互依
存する長期の仕事において継続的に協働している」
と回答した人は、経営リーダーたちが協働していな
いと回答した人と比較して、約3割多く自分たちの
会社が10%以上の成長を遂げると予想しています。
経営陣は、このレポートで紹介されている他の9
つのトレンドに会社が対応できるようリードしてい
かねばなりません。起こりうる変化の速度や複雑
さ、そして成功もしくは失敗がもたらすインパクト
の大きさを踏まえると、これらは経営陣が対応すべ
き課題であり、内向きで自己中心的なスタンスの組
織では到底対応できない課題といえます。そして、
この9つのトレンドのスケールの大きさとスピードは、
まさにシンフォニックな経営陣でなければ解決でき
ないレベルの課題なのです。「シンフォニックな経営

陣」の章では、経営陣が、より優れたコラボレー
ションを推進するために取るべきアクションの内容
を具体的に示しています。

個人の力

個人の力が増すと、会社はより個人に耳を傾け
対応すべく、要員管理、報酬制度、キャリアモデル
のアプローチを見直します。特に、社外の働き手と
ネットワークの重要性が増すと、企業は労働力のエ
コシステムにおける各セグメントとの効果的で継続
的な関係の構築を追い求めます。今回のレポートに
おいては、従業員個々人の志向性を日々の仕事や
キャリア形成に反映させるための施策について触れ
ています。ここでの課題は、これまでにない多様な
働き手や労働力のセグメントと関わりながら、個々
人の意向や優先事項に適切に対応する方法を見出
すことです。

トレンド2．労働力のエコシステム： 
企業を超えた管理
ビジネスリーダーと人事担当役員（CHROs）は、

一企業を超えた労働力区分との関係について、一
企業を超えて積極的かつ戦略的に管理する必要性
を感じており、これは顧客へのサービス提供のあり
方や顧客との関わり方にも影響を与えてきています。
2020年の労働力の構成に関する質問では、当調
査の回答者の37%が契約社員の増加、33%がフ
リーランスの増加、そして28%がギグ・ワーカー
（インターネットを通じて単発型の仕事を請け負う
労働者）の増加を予測しています。企業は組織文
化や自らの経営活動を、外部の人材区分と調和させ
る方法を見出しつつあります。それが相互利益の考
え方に基づいた労働力のエコシステムとの関わり方
なのです。

トレンド3．新たな報酬： 
パーソナライズ、アジャイル、ホリスティック
従業員は個としての力をより多く発揮するにあ
たって、公正でオープンな給与とともに、個人の志
向性を尊重した、アジャイルで、インクルーシブな
報酬制度を求めています。企業はこの変化に気付
いていますが、自社の報酬制度における柔軟性や
パーソナライゼーションといった点において「大変
効果的といえる」と回答したのはわずか8%でした。
多様な人材区分に対し、個々人の意向を常に汲む
ことのできる包括的な報酬制度の開発が実験的に
模索されています。
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トレンド4．キャリアからエクスペリエンスへ： 
新たな道筋

21世紀のキャリアは、「個人」と「エクスペリエ
ンス」が中心に据えられています。それは職務を
ベースとする安定した道筋ではありません。先進企
業は個人が価値ある経験を積み重ねながら新しい
役割を探求し、継続的に自己改革を進めるモデル
へ移行しています。しかし、所属する会社が、従業
員に自らのキャリア管理を可能とする力を与えてい
るかという設問に対して、59%は「できていない」、
または「わずかにできている」と回答しています。
この領域における改善は、重要な人材を惹きつけ
るために必要です。特にテクノロジーが求められる
スキルの様相を変化させている時代においては特
に重要といえます。

社会におけるリーダーシップの空白

先進企業は、高齢化と心身の健康増進といった
社会課題に取り組むための戦略を構築しています。
これは、生産性とパフォーマンスの向上を支援する
手段の構築でもあります。この取り組みの先端を行
く企業は、ソーシャル・キャピタルを築き、また重
要な社会課題における発言力を高める機会を豊富
に見出しています。

トレンド5．健康寿命延伸による恩恵： 
人生100年時代における仕事のあり方
未来に目を向ける企業は長寿と高齢化をチャンス
と見ています。本年の調査の回答者の20%は、高
齢の従業員と手を携え、新しいキャリアモデルの開
発を進めていると回答しています。この健康寿命延
伸による経済効果により、企業は差し迫った社会
課題に取り組めるとともに、実績と熱意のある多様
な人材を有効活用することができます。しかし、こ
のためには年齢に対する偏見や年金不足といった
課題に対応すべく、経営陣と従業員との協働に加
え、キャリアの延長を可能とする革新的な手法や
考え方が求められます。

トレンド6．企業市民とソーシャルインパクト： 
社会は企業を映す鏡
コーポレート・シチズンシップ（社会の一員として
の企業の責任）や、企業のソーシャルインパクトに
関わる実績は、企業にとって核心となるアイデン
ティティや戦略に直接影響を与えます。ダイバーシ
ティ、性別による賃金差、収入格差、移民問題、
そして気候変動などのテーマにおいてステークホル
ダーと関わることにより、財務的パフォーマンスや

ブランド価値を向上させます。他方、こうした取り
組みに関わらない場合、会社の評判を落とし、大
切な支持者を遠ざけてしまうことになりかねません。
多くの企業はまだ模索している段階です。当調査の
回答者の70%は、コーポレート・シチズンシップ
は重要と回答していますが、企業戦略に反映され
るべき最優先事項になっていると回答したのはわず
か18%でした。

トレンド7．ウェルビーイング： 
戦略と責任
仕事と生活の間の境界線が曖昧になるにつれ、
従業員は会社に対して身体的、精神的、そして金
銭的な健全さの維持・向上に関わる幅広い福利厚
生を要求します。この要求に応えるために、会社は
社会的責任と人材戦略の双方の観点を踏まえ、心
身の健康を増進するプログラムに投資しています。
当調査の回答者の50%以上は、このようなプログ
ラムは従業員にとって「価値がある」又は「大変価
値がある」と回答しています。しかし、依然として
従業員の要求と会社が提供する内容には大きな
ギャップがあります。

継続的な成長のためのテクノロジーの
活用

企業はAIをベースとしたソフトウェア、ロボティ
クス、職場におけるコネクティビティを高めるツー
ル、そしてピープルデータのアプリケーション等が
もたらす利益を得ようとしています。同時に、想定
されるデメリットや意図しない結果を回避したいと
考えています。これらのツールや投資は、仕事のあ
り方を再設計し、生産性を向上させ、人々による奮
起を促す一方、企業は従業員全体へのインパクトに
注意を払うとともに、これを軽視しないことが大切
です。

トレンド8．AI、ロボティクス、自動化： 
人間参加型
職場におけるAI、ロボティクス、自動化の採用
は昨年劇的に加速し、社内外で求められる役割と
スキルを変化させました。意外にもこの役割とスキ
ルは純粋に「技術的なこと」というより、むしろ「人
間らしさ」に関わるものです。当調査の回答者は、
複雑な問題を解決する力（63%）、認識力（55%）、
ソーシャル・スキル（52%）といったスキルの需要
が今後大いに高まるだろうと回答しています。テク
ノロジーがもたらす価値を最大化しつつも、想定さ
れる職場への悪影響を最小限に抑えるべく、業務
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の再構築や、従業員の再教育、組織の再編成等に
おいて、企業は「人を関与させる」べきです。ここ
での最大のチャンスは、職務の再設計やルーティ
ン業務の自動化にとどまらず、組織全体、チーム、
そして個人に恩恵をもたらすべく、「仕事のあり方」
について根本的に問い直すことも含まれます。

トレンド9．ハイパーコネクテッドな職場： 
生産性へのインパクトとは？
新しいコミュニケーションツールが急速に職場で
採用されつつあります。当調査の回答者の70%は
労働者によるコラボレーションのプラットフォーム
の活用が今後増えると確信し、67%が「仕事用の
ソーシャルメディア」の増加、そして62%はインス
タントメッセージの増加を見込んでいます。しかし
ながら、これらのツールが個人の生活だけでなく職
場にも出現するにつれて、会社はチーム・マネジメ
ント、目標設定、人材開発についての専門知識を
活用し、確実に組織やチーム、個人のパフォーマン
スを向上させ、会社が真のソーシャル・エンタープ
ライズになるためのコラボレーションを促進させる
べきです。世間と同様に、会社もハイパーコネク
テッド化が進んでいます。さて、生産性もハイパー
なものになるでしょうか？

トレンド10．ピープルデータ： 
どこまでが許容範囲か？
データ収集が急速に容易になっていることや、高
性能なピープル・アナリティクスツールの出現は、
人事と会社全体に多くの機会を与えました。一方で、
これはさまざまなリスクも孕んでいます。当調査の
回答者の半数以上は、個人情報の使用に対する従

業員の心象に関わるリスクや、法的責任に関わるリ
スクを管理していると回答していますが、消費者ブ
ランドへのインパクトを管理しているとの回答は4
分の1にとどまりました。企業は転換点に差し掛
かっています。明確に定義されたポリシー、セキュ
リティ保護対策、透明性に関わる施策の策定に加
え、ピープルデータの使用に関して継続的に周知す
ることは不可欠といえます。この欠如が従業員や顧
客を危険にさらし、そして社会の反発を招くことに
なります。

行動の呼びかけ
2018年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・
トレンドは企業にとっての警鐘といえます。ソーシャ
ル・エンタープライズの興隆により、ソーシャル・
キャピタルの構築に努めることが求められています。
これは、多様なステークホルダーと関わることに加
え、社外のトレンドに対して深く関心を持つことや、
会社としての使命感や目的意識を醸成すること、ま
た、社会からの新しい期待に応えるための戦略の
策定を通じて成し遂げられます。そして、企業の評
判、社外との関係や、究極的には会社の成功・失
敗がこれに懸かっているといえます。
この新しい時代においては、ヒューマン・キャピ
タル（人的資本）はソーシャル・キャピタルと密接
に関わっています。この現実においては、現在のビ
ジネスの進め方に対する根本的な方向転換が求め
られています。またこれは、将来のヒューマン・
キャピタルの課題に対応する準備という点について
も同様といえます。

9

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



Appendix A: 地域、業界、組織規模による課題の 
重要性

表1．課題の重要性（地域）

全世界 アメリカ大陸 欧州・中東・アフリカ アジア太平洋

中南米 北米 アフリカ 中東欧 中東 北欧 西欧 アジア オセアニア

シンフォニック
な経営陣 85.0% 91.7% 84.8% 88.8% 81.5% 83.4% 80.1% 76.9% 90.6% 88.3%

ピープルデータ 84.8% 88.2% 85.0% 89.3% 81.4% 86.4% 84.7% 77.2% 90.1% 85.6%

キャリアからエ
クスペリエンスへ 84.1% 87.2% 80.6% 84.7% 80.3% 81.3% 81.4% 79.8% 91.6% 87.3%

ウェルビーイング 84.0% 88.2% 78.9% 88.0% 75.1% 84.8% 83.3% 80.1% 91.6% 86.6%

ハイパーコネク
テッドな職場 82.1% 85.5% 84.6% 85.0% 72.8% 79.9% 84.3% 78.9% 83.6% 89.0%

新たな報酬 77.4% 85.3% 71.1% 85.6% 74.8% 85.0% 58.8% 69.8% 87.5% 65.6%

企業市民とソー
シャルインパクト 76.7% 81.0% 76.1% 86.8% 63.6% 76.6% 67.8% 72.0% 83.0% 82.8%

AI、ロボティク
ス、自動化 72.4% 70.4% 64.5% 70.7% 67.0% 74.5% 83.0% 69.2% 84.1% 73.2%

健康寿命延伸に
よる恩恵 69.1% 74.8% 59.7% 73.2% 58.1% 70.5% 63.8% 69.2% 76.5% 66.7%

労働力の 
エコシステム 65.4% 72.4% 53.8% 71.2% 61.0% 70.3% 58.0% 60.1% 76.5% 61.5%

n = 11,070 
注：数値は「重要」、「非常に重要」と回答した方のパーセンテージを示したもの。
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.
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表2．課題の重要性（業界）

業界 消費財
資源・

エネルギー 金融
ライフ
サイエンス 製造

プロフェッ
ショナル 
サービス

パブリック
セクター 不動産

テクノロジー・ 
メディア・ 
通信

シンフォニックな 
経営陣 85.0% 86.4% 83.6% 85.6% 85.6% 84.9% 86.3% 77.1% 82.6% 87.4%

ピープルデータ 84.8% 85.8% 83.9% 89.2% 85.0% 81.2% 84.0% 78.6% 79.1% 89.8%

キャリアからエク
スペリエンスへ 84.1% 83.9% 83.3% 86.1% 82.8% 81.2% 84.5% 78.6% 86.1% 88.9%

ウェルビーイング 84.0% 83.4% 85.3% 84.4% 85.3% 82.6% 83.5% 79.7% 88.1% 86.5%

ハイパーコネク
テッドな職場 82.1% 79.1% 79.9% 85.0% 80.4% 74.4% 86.2% 77.0% 81.1% 90.0%

新たな報酬 77.4% 79.7% 75.3% 79.2% 74.4% 77.7% 79.3% 65.8% 81.6% 80.2%

企業市民とソー
シャルインパクト 76.7% 76.6% 80.5% 78.9% 80.7% 73.1% 74.8% 77.7% 70.1% 75.9%

AI、ロボティク 
ス、自動化 72.4% 69.2% 75.7% 80.7% 73.1% 75.7% 71.0% 55.9% 65.2% 77.0%

健康寿命延伸に
よる恩恵 69.1% 67.7% 73.9% 67.8% 70.0% 71.0% 67.0% 69.7% 76.1% 65.7%

労働力の 
エコシステム 65.4% 65.0% 66.7% 63.4% 58.5% 60.9% 73.0% 58.9% 66.2% 69.3%

n = 11,070 
注：数値は「重要」、「非常に重要」と回答した方のパーセンテージを示したもの。
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.
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Appendix B: 調査の回答者

表3．課題の重要性（従業員数）

全体
大規模

（10,000+）
中規模

（1,001 to 10,000）
小規模

（1 to 1,000）

シンフォニックな経営陣 85.0% 84.1% 85.2% 85.3%

ピープルデータ 84.8% 88.3% 86.4% 82.2%

キャリアからエクスペリエンスへ 84.1% 85.3% 84.6% 83.2%

ウェルビーイング 84.0% 84.6% 83.9% 83.8%

ハイパーコネクテッドな職場 82.1% 84.7% 81.1% 81.5%

新たな報酬 77.4% 73.5% 76.8% 79.5%

企業市民とソーシャルインパクト 76.7% 81.7% 77.7% 73.7%

AI、ロボティクス、自動化 72.4% 82.4% 73.0% 67.4%

健康寿命延伸による恩恵 69.1% 69.5% 69.2% 68.8%

労働力のエコシステム 65.4% 64.7% 62.9% 67.2%

n = 11,070 
注：数値は「重要」、「非常に重要」と回答した方のパーセンテージを示したもの。
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図3．調査の回答者（地域）
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6%

8%

オセアニア

中東
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アフリカ

中東欧

北米

中南米

アジア

西欧

3%

4%

5%
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15%

16%
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Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図4．調査の回答者（業界）

プロフェッショナルサービス

テクノロジー・メディア・通信

金融

消費財

製造

資源・エネルギー

パブリックセクター

ライフサイエンス

不動産

その他

15%

13%

13%

13%

11%

9%

8%

6%

2%

11%

Deloitte Insights | deloitte.com/insights

n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends 
survey, 2018.

24%

27%

49%

小（1 to 1,000）

大（10,001+）

中（1,001 to 10,000）

図5．調査の回答者（組織規模/従業員数）

Deloitte Insights | deloitte.com/insights

n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends 
survey, 2018.

HR

HR以外

62%
38%

図6．調査の回答者（職種）

13

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



Deloitte Insights | deloitte.com/insights

n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends 
survey, 2018.

中間管理職

上級管理職

一般社員

経営管理職

図7．調査の回答者（ランク）

51%

10%
6%

33%

表4．調査の回答者（国）

米国 1,344

中国 817

インド 724

ベルギー 649

ドイツ 429

メキシコ 407

南アフリカ 354

ブラジル 337

カナダ 322

ノルウェー 302

フランス 261

日本 236

スペイン 232

オーストラリア 229

アイルランド 212

英国 202

ポーランド 198

トルコ 161

ウクライナ 160

ロシア 158

フィンランド 154

コロンビア 152

エクアドル 139

オランダ 136

コスタリカ 133

ウルグアイ 126

ギリシャ 125

アラブ首長国連邦 108

イタリア 106

ナイジェリア 102

その他 2,055

合計 11,070

Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 
2018.
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過去2年間に私たちが全世界的に実施した
調査において、回答者が最も重要なヒュー
マン・キャピタルのトレンドだと指摘した

のは、組織内の機能的ヒエラルキーを壊し、より
ネットワーク化されたチーム主体の組織を構築する
ことでした。そして今年、このトレンドは経営陣に
も及びました。シニアリーダーは今日、自らの管掌
部門の役割を超えて、チームとして行動しなければ
ならないことを認識しています。このような新しい
概念においては、経営幹部はアジャイルなネット
ワークとして組織を運営するために、各ビジネスユ
ニットおよび部門を、横断的に連携させる必要があ
ります。
この課題は、緊急度が高いものとして認識され
ています。回答者の51％が、「経営陣のコラボレー
ション」を「非常に重要」と評価し、2018年度の
本調査において最も重要な課題となっています（全
体の85％が「重要」、もしくは「非常に重要」と回
答）。さらに、経営陣による組織横断的なコラボ
レーションが最も高い組織に属する回答者は、自
社の10％以上の成長を期待していることも明らか
になりました。一方驚いたことに、73％の回答者

が、経営陣がプロジェクトや戦略的イニシアチブで
協力することは極めて稀だと回答しました。
これは、シニアリーダーが各人の領域（サイロ）
から抜け出し、お互いにもっと協力しあわなければ
ならないことを明確に示しています。今日の絶え間
なく変化するビジネス環境の中で舵を取り、分野横
断的な課題に対処するには、企業におけるトップ
リーダーたちは一丸となって行動しなければなりま
せん。
私たちは、この新しい協働的でチーム主体の経
営幹部モデルを「シンフォニックな経営陣」と呼ん
でいます。素晴らしい交響楽団のオーケストラと同
様に、「シンフォニックな経営陣」は多様な要素を
まとめあげる必要があります。つまり、楽譜は企業
戦略、異なる種類の楽器奏者はビジネスの各部門、
首席奏者（ファースト・チェア）は各部門のリーダー
たち、そして指揮者はCEOに例えることができま
す。このモデルでは、経営陣は自らの責任範囲を
リードするだけではありません。彼らは他部門の
リーダーたちとも協働し、企業の戦略的方向性に
影響を与えるチームとして動くのと同時に、組織中
に張り巡らされたチームのネットワークに影響を与

ビジネス環境がより競争的になり、デジタル化による破壊的変化が続く中、組織はよりチーム
主体でネットワーク化され、アジャイル（俊敏）なものになっています。これらの取り組みが営
業、オペレーション、およびその他の各部門で定着してきている一方、まだ大きな問題が残って
います。それは、経営陣も同様に変わらなければならないということです。各管掌部門におけ
る経営の専門家として独立して行動するのではなく、今や経営陣が1つのチームとして機能しな
ければなりません。私たちは、このトレンドを「シンフォニックな経営陣」と呼んでいます。そ
して、本調査の回答者は、これを今日組織が直面しているヒューマン・キャピタル分野におけ
る最も喫緊の課題だと捉えています。

シンフォニックな経営陣
チームがチームをリードする
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え、鼓舞します。つまり、その目的は調和のとれた
各分野の専門家が交響曲を演奏することであって、
独奏は素晴らしくても、協働するとうまくいかない
専門家たちによる演奏ではないのです。

経営陣の進化における 
ターニングポイント
かつて、経営陣にこのような機能は求められてい
ませんでした。1800年代から1900年代初頭にか
けて、CEOは組織の頂点に君臨し、重要な意思決
定の大半を担い、各部門における幹部たちに責任
を委任していました。このモデルはのちに拡張し、
チーフ・ファイナンス・オフィサー（CFO）、チーフ・
インフォメーション・オフィサー（CIO）、チーフ・
ヒューマンリソース・オフィサー（CHRO）など、肩
書きの頭に「C（Chief）」がついた「専門家のヒー

ロー」を生み出しました。そして、各リーダーには
「分割統治」モデルのもとで機能するため、自分の
担当分野を「所有」する責任が付与されました1。
しかし、こうした専門分化が進んだことで、新た
な動きが表面化しました。一般的に各経営幹部は、
緊密に連携しなかったのです。これは、比較的変
化が少なく予測可能なビジネス環境、つまりほとん
どの問題の根本原因が容易に特定可能で、その範
囲が限定され、解決のために同分野に明るい専門
家を必要とした状況では理にかなっていました。
しかし、現在のビジネス環境は1980年代のもの

とはまったく異なり、経営陣の機能的役割の数と
種類が大幅に増加しています 2。頻繁に起こる市場
の破壊的変化、グローバル経済、そしてますます
加速する技術の変化は、今日企業が直面している
問題がこれまで以上に難解かつ複雑、そして多次
元的であることを意味しています。「たちの悪い」さ
まざまな問題、つまり一部門だけでは効果的に解

経営幹部の協働は、従業員の高い成長率への期待と相関関係がある
経営陣が、相互的な長期の仕事において継続的に協働している組織に属する回答者は、自社の10％以上の
成長を期待している割合が高い。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n= 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．経営陣のリーダーシップスタイルが企業の成長に与える影響

経営陣が相互的な
長期の仕事において
継続的に協働している

経営陣は各部門を独立して
マネジメントするが、

アイデアの共有や問題対応
のために協働している

経営陣は部門横断的に協
働することはほとんどなく、
各部門を独立して
マネジメントしている

経営陣はときおり、
その場限りで

イニシアチブやプロジェクト
に参加している

経営陣の連携度合い

翌年10％以上の成長を見込む各グループの割合

34%

26% 25%
22%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。

18

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



決できない、複数の根本
原因と要因を持つ問題がますま
す増えているのです。
部門横断的な協働と管掌部門
に関する高い専門性の両方が求め
られる変化の激しい環境では、経
営陣が「シンフォニック」に機能するこ
とは非常に意味があり、1つの部門だけで
は十分に対処できない課題に取り組むことが
可能です。例えば、今日の消費者はデジタル
分野に精通し、十分な情報を持っています。彼ら
は良質な製品だけでなく、製品のことを知ってから、
その製品ライフサイクルの終わりに至るまでのすべ
ての局面において、エンド・ツー・エンドの顧客体
験を企業に求めています。この課題に立ち向かうた
めには、顧客とのあらゆる接点で彼らのニーズを理
解し、それを満たすため、組織は自社内の各部門
を超えて協働することが必要なのです。
その他の例として、急速に変化する市場、技術、
競合、そして顧客の期待に迅速に対応するための
「アジリティ（俊敏さ）」の必要性について考えてみ
ましょう。もし経営陣が統合された1つの意思決定
機関として機能しなければ、組織は期待されるス
ピード感と役割にアジャイルに対応できないリスク
が高まります。例えば、HPの事業分割に関する意
思決定は経営陣の間でしっかりと集約されており、
同社は市場のニーズの変化に対して素早く対応する
ことができました 3。このようなアプローチは、長
期計画策定にも役立ちます。エネルギーと電力シス
テムのリーダー的な企業であるCummins Power 

Systemsでは、経営陣は緊密に連携し、製品、
サービス、ビジネスモデルに関する15カ年計画
を策定しています。HR、IT、およびその他のサ
ポートチームは、この計画をもとに各自の15カ
年計画を作成しています。

このプロセスによって、同社は何十年も
の間、市場におけるリーダーシップと
有名な採用ブランドを維持すること
ができています4。
ある意味、シンフォニックな経営

陣の進化は、これまで組織の低い
階層やマクロ経済、および社会で起こってきた、
チームネットワークのトレンドの当然の成り行きだ
と捉えることができます。機能ユニットは、チーム、
イニシアチブ、プロジェクトに応じて組織されてい
ます。つまり、企業はエコシステムとネットワーク
を構築し、公的機関さえも組織内に新たな連携を
形成しています。こうした状況では、機能横断チー
ムはサイロ化したトップダウンのアプローチよりも、
より迅速かつ効果的に仕事を進められることが明
らかになっています。どうして、経営陣だけがこの
影響を受けずに済むでしょうか？

「シンフォニックな経営陣」とは
どのようなものか？
当然、すべての問題に経営陣の関与が必要なわ
けではありません。General Electricからは、
CEO、CHRO、CFOの「G3」の重要性が示されて

これは、経営幹部が各人の領域（サイロ）から抜け出し、
お互いにもっと協力しあわなければならないことを明確

に示しています。今日の絶え間なく変化するビジ
ネス環境の中で舵を取り、分野横断的な課題に
対処するには、 経営幹部たちは一丸となって

行動し なければなりません。
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いる一方 5、他の専門家はCFO、CMO、CIOの
「黄金三角形」の重要性を強調しています 6。何人
かのプロフェッショナルサービス会社のリーダーた
ちは、「リーダーシップ・ダイアド（相互関係）」、つ
まり紛争解決に重点を置いた2人の上級幹部によ
る緊密なチームの重要性を強調しています7。CMO
と他部門のリーダーとの提携は、デジタルビジネス
でのマーケティングの成功を決定付けるでしょう8。
シンフォニックな経営陣がさまざまなタイプの課
題に対処するために、自らの協働を構成、もしくは
再構成するいくつかの具体的な方法を以下にご紹
介します。
・デジタルビジネスモデル：デジタルビジネスモデ
ルへの移行は、今日多くの企業にとって戦略的ア
ジェンダのトップに位置付けられています。好業
績のデジタル企業は、まとまった経験として顧客
に自社の製品とサービスを提供することを目指し
ています。この実現には、チーフ・マーケティン
グ・オフィサー（CMO）、およびチーフ・インフォ
メーション・オフィサー（CIO）が協力してフロン
ト、ミドル、そしてバックオフィスのシステムを統
合し、切れ目のない顧客体験を提供する必要が
あります。中古車販売会社のCarMaxは、CMO
とCIOがデジタル体験構築のために協働し、顧
客が会話方式のオンラインツールを使って車を
選べるだけなく、彼らがより満足できる総合的な
体験を提供しています 9。
・労働の未来：ロボティクスやAI技術を統合し、

ギグ・ワーカーやクラウドワーカーなどの新しい
雇用モデルを活用するために、仕事と労働力の
再設計をすることで、業界や部門を超えて成長す
ることができるでしょう。CIOとCFOはお互い協
力しつつ、ビジネスリーダー、サプライチェーン
の幹部、CHROとも協力し、オートメーションソ
リューションの舵取りと実行、そして人々にとって
有意義な雇用、キャリア、能力開発の機会を創
出することで新しいプラットフォームに関する仕
事の再設計を行います。
・ブランドの保護：相互に繫がった透明性の高い世
界では、従業員が自社の顧客であることが多々
あり、消費者と従業員は企業ブランドと密接に
結びついています。チーフ・リスク・オフィサーと
ともに、CMOとCHROは、社内外の総合的な
ブランドをマネジメントするために協働する必要
があります。
・イノベーション：チーフ・イノベーション・オフィ
サー、およびチーフ・リサーチ・オフィサーは、
イノベーションをその他の部門間や企業全体で
推進するうえで重要な役割を果たします。1つの
チームがイノベーションを起こすと、それらのイ
ノベーションは他のチームの仕事に影響を与え、
すべてのチームが一緒になって学習できるように
なります。

シンフォニックな経営陣の養成
経営陣が完全に「シンフォニック」な状態へと移
行するには、まだまだ課題が多いようです。今年の
グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドの回
答者のうち、54％が今日求められるような経営幹
部チームの協働レベルに達するには、「準備が整っ
ていない」あるいは「わずかしか整っていない」と
回答しました。
では、経営陣は何から始めればよいのでしょう

今後数年で、より多く
の機能横断的な協働の
必要性が、経営陣、お
よび経営陣に人材を供
給するリーダーシップ
開発においても、継続
的な進化をもたらすだ
ろうと期待されます。
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か？最初のステップは、CEOが各経営幹部のため
に優先事項を見直し、各人がどのようにして組織に
対してより広範囲に影響を与えられるかを判断する
ことです。
次に、経営陣が特定の連携をし、成功を促進す
るために努力できるよう、部門横断プロジェクトに
優先順位を付けるべきです。そして最後に、経営陣
はそれらの部門を横断したプロジェクトを行動計画
化する必要があります。これは自分たちのためだけ
でなく、経営陣の協働状況を可視化することで、「従
うべきモデル」をその他の従業員に示すためでも
あります。
これを実行する際には、チームワーク、影響力、
専門知識がその価値を発揮します。経営幹部は、
もはや権威のみで成功することはできません。彼ら
は、経営幹部同士でフォロワーシップを醸成しなけ
ればなりません。これができる経営陣へのニーズの

高まりは、潜在的なリーダーを発掘するための新た
な評価項目だといえます。
経営陣の協働を実現するには、幹部クラスにチー
ム作りや部門を横断した仕事の経験を評価する仕
組みが、業績評価制度やキャリアパスにおいても
求められます。例えば、L'Oréal Groupはチーム
ワークの重要性を浸透させるために業績評価制度
を再構築し、新しいクレド“The team is the new 
hero（チームは新しいヒーロー）”を採用しまし
た10。私たちの調査によると、現在の地位につく前
により多くの部門を経験した経営陣は、より頻繁に
社内で協働して仕事を進める可能性が高くなること
が分かりました。
今後数年で、より多くの部門横断的な協働の必
要性が、経営陣、そして経営陣に人材を供給する
リーダーシップ開発においても、継続的な進化をも
たらすだろうと期待されています。

まとめ
「シンフォニックな経営陣」に関するトレンドは、世界中の組織にとって最も重要で喫緊の課題の1
つであることは間違いないでしょう。先進的な企業の経営陣は、チームとしての仕事、協働、およ
び交流が不可欠であることを理解し、このモデルを中心に組織を再編成しています。「シンフォニッ
クな経営陣」、つまり「チームをリードするチーム」を推進することが、今日企業が直面している複
雑な課題に取り組むための最も効果的な方法であることを各組織が認識し、このトレンドが今後よ
り加速することが期待されています。

表1．1つのチームとして、経営陣はどのような役割を担えるか？各従業員は、どのようにそれに適応できるか？

すべての経営幹部
協働とチームワークを日常業務に組み込み、交流、情報共有、および機能全体に
及ぶリアルタイムの意思決定に関する優先順位付けを行う。集約されたアイデア
や機能横断的な連携を推進するため、独自のダイレクトレポートへのインセンティ
ブを導入する。

CHRO
リーダーシップのプロファイルを更新し、将来のために準備ができている経営幹
部のパイプラインを構築する。さらに、ビジネスユニット、部門、地域間の協力
関係強化を目指して、組織文化を変革する。イノベーションや破壊的変化を必要
とする分野において、「チームのネットワーク」を最大限利用することを検討する。

各従業員
リーダーやマネージャーとして、部門、サイロ、および組織の境界を越えて、チー
ムでの業務時間を確保する方法を検討する。経営幹部同士の、より幅広い部門横
断的な連携を促進する。

Source: Deloitte analysis.
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労働力の構成は劇的に変化しています。世
界的に見ると、ヨーロッパ、インド、米国
では公式に確認されているだけで約7,700

万人のフリーランスがいます 1。米国では、40％以
上の労働者が今や派遣社員、パートタイム、ギグ・
ワーカーのような「オルタナティブ（選択的）な労
働形態」で企業に雇われています 2。この割合は着
実に増加しており、過去5年間で36％増加し、今
ではすべての年齢層および職能レベルの労働者に
及んでいます 3。今年のグローバル・ヒューマン・
キャピタル・トレンドでは、回答者の50％が契約
社員について、23％がフリーランスについて、そし
て13％がギグ・ワーカーについて、彼らが自社の労
働力の大部分を占めていると回答しました。
これは単純な言い方をすれば、従来の雇主と従
業員の関係が、多様な労働力の「エコシステム」の
出現によって置き換えられていることを意味してい
ます。この「エコシステム」は、人材のソーシング
において雇主に柔軟性、能力、そしてさまざまな経
済モデルの追求を可能にする労働力の多様なポート
フォリオ、タレントネットワーク、ギグ・ワーカー、
そしてサービスプロバイダーなのです。
契約社員をすぐさま雇用したり、技術やサービス

業務を外部委託したりすることは魅力的である一方、
こうした新興の労働力エコシステムを利用する際に
はさまざまな新たな課題も発生します。しかし、私
たちの調査によると、ほとんどの企業はこうした課
題に対処するために十分準備ができていないのが
実態です。2020年の自社の労働力構成を予想して
もらうと、回答者の37％が契約社員、33％がフ
リーランス、28％がギグ・ワーカーの利用が高まる
だろうとそれぞれ予想しました。しかし、このよう
に増加を予想しているにも関わらず、多様な労働力
を管理するための一連の方針と実績を確立している
と回答した人は16%にとどまり、予想と現実の大
きな差を浮き彫りにしています。
ここでの課題は、特定の時間に特定のタスクを
遂行できる適任者を見つけ出すという、戦術的なも
のだけではありません。新しい労働力のエコシステ
ムを通じて真の価値を追求するには、組織はあら
ゆるタイプの労働力をどのように惹きつけ、彼らと
関わりあうかを理解する必要があります。
このエコシステムに属するすべての労働者が、雇
主・労働者関係のあるべき姿について、伝統的な
考えを持っているわけではありません。ミレニアル
世代、およびジェネレーションZが共通して望んで

今日、労働力はダイナミックなエコシステムとなりました。今年の本調査回答者の42％が自社
は主に給与所得者で構成されていると回答し、雇主は今後数年で契約社員、フリーランス、お
よびギグ・ワーカーへの依存度を劇的に高めるだろうと予想しています。マクロ経済において選
択的な働き方がより一般的になるにつれ、HRとビジネスリーダーはサービスを改善し、より早
く行動し、新しい人材を見つけるため、自社の労働力のエコシステムを早急に再計画、最適化
しようと試みています。

労働力のエコシステム
企業を超えた管理
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いることを考えてみましょう。近年の調査結果によ
ると、こうした世代の労働者のうち75％が自ら事
業を興す予定だと回答し 4、70％以上が自分の関
心をもとにした仕事を希望しています。そして、彼
らが発明したものは雇主に帰属すべきだと考えてい
るのはわずか12％であることが分かりました 5。

労働力のエコシステムを管理する
ための課題
私たちが行ったインタビューや調査データによる
と、ほとんどの非伝統的な働き方をしている労働者
は、戦術的に調達部門によって管理されることが
多く、一貫した人材戦略に沿った管理はほとんど
行われていませんでした。今年のグローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンドでは、労働者の
労働契約遵守状況を把握していると回答した人は
29％のみであり、彼らの仕事の質をきちんと追跡
していると回答した人はわずか32％でした。

新しい労働力のエコシス
テムを通じて真の価値
を追求するには、組織は
あらゆるタイプの労働力
をどのように惹きつけ、
彼らと関わりあうかを理
解する必要があります。

選択的な労働形態は拡大傾向にある
回答者は、今後2年間で組織の契約社員、フリーランス、ギグ・ワーカーの利用が大幅に増加すると予想し
ています。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．現在と比較して2020年に予想される各労働力の利用状況
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グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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今日の労働形態では、どの種類の労働者が雇用
されているのかさえ把握することが難しく、まして
戦略的に彼らを管理することは困難です。図2に示
すように、労働力のエコシステムはフルタイムの労
働者から、プロジェクトやタスクに重点を置き組織
の全体戦略に対する理解や関心が薄いフリーラン
ス、ギグ・ワーカー、そしてクラウドワーカーにま
で及んでいます。組織は、こうした労働者が十分
訓練され、いつでも働く用意ができていると期待
するかもしれません。しかし、実際に雇主がこうし
た労働力の利点を最適化したいのであれば、彼ら
に対してもサポートやガイダンス、そしてパフォーマ
ンスを評価する基準を提供することが必要です。
事態をさらに難しくしているのは、HRソフトウェ

ア市場においてこうした非伝統的な労働者を管理
するためのツールを構築できていないことです。こ
こ数年で、WorkMarket（ADPによって買収）や
Fieldglass（2014年にSAPによって買収）のよう
なベンダー、そしてRallyTeamやFuel50などのス
タートアップが、企業による幅広い労働力のエコシ
ステムの管理を可能にする、派遣社員、ギグ・ワー
カー、およびプロジェクトの管理ツールの提供を開
始しました 6。多くの場合、問題を「戦略上重要」
だと認識すると、組織は最も需要が高いタイプの

臨時雇用労働者を管理するための独自のツールや
アプリケーションを構築します。
この問題が「戦略上重要」だということは、既に
明らかです。しかし、選択的な勤務形態の労働者
を活用する際には、新たな労働力モデルは法的、
安全性、プライバシーやその他のリスクを高める可
能性もあります。例えば、回答者の3分の1以上
（42％）が、契約社員を活用することによって機密
情報を紛失する可能性を憂慮しているほか、36％
が非伝統的な労働者に対する否定的なイメージか
ら生じ得る、自社の評判に関するリスクを懸念して
います。また、38％の回答者は非伝統的労働力の

不安定さを、39％の回答者はこうした労働者の管
理や分類に関する違反や政府規制の変更を不安視
しています。

労働力のエコシステムを取り込む
「従業員」という従来の概念からかけ離れていて
も、ますます重要になるこうしたエコシステムの労
働者と協働するには、企業として何ができるでしょ
うか？私たちの研究と経験によって、成功のための
いくつかの重要な要素が明らかになっています。

1つめに、組織はタレント・マネジメントの範囲
をエコシステム全体の労働者に及ぶよう拡大するべ
きです。HRチームは、法務および IT部門と協力し、
ギグ・ワーカーや契約社員に対して明確なパフォー
マンス目標を示し、コミュニケーションのためのシ
ステムを確立し、彼らの生産性を高め、企業戦略
に沿った行動をとってもらえるよう適切なトレーニ
ングとサポートを提供する必要があります。電力、
エネルギーシステム、エンジン分野の世界的企業
であるCumminsを例にあげると、同社では契約
社員を「家族の一部」として考え、フルタイム社員
と同様の待遇を提供しようと努めています7。

2つめに、HRは非伝統的な労働者のソーシング
と選別の意思決定により関与する必要があります。
今日、本調査回答者の3分の1以上が、自社のHR
は契約社員のソーシングに関与していない（39％）、
もしくは彼らの雇用に関する決定に関与していない
（35％）と回答しました。これは、こうした労働者
がフルタイム社員に適用される組織文化、スキル、
およびその他評価の対象ではないことを示唆してい
ます。今や彼らは労働力全体の30～40％を占め
るため、組織は普通の従業員と同様、何をスクリー
ニングするべきかを注意深く検討する必要がありま
す。

Deloitte Insights | deloitte.com/insightsSource: Deloitte analysis.

図2．さまざまな労働者のタイプ

従来型 オープン型
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3つめとして、組織はこうした非伝統的な労働者
にも、オンボーディングと能力開発の機会を提供
する必要があります。こうした労働者が「フルタイ
ム社員」として分類されることを恐れてか、HR所
属の回答者のほぼ半数（46％）が、非伝統的労働
者のオンボーディングに関与していないと回答し、
半数以上（55％）がこれらの労働者に対してトレー
ニング支援を行っていないと回答しました。繰り返
しになりますが、これは労働力のエコシステムの重
要性を理解していないことの表れといえます。ほと
んどの雇主は、非伝統的労働者をプロフェッショナ
ルとしてではなく、未熟練労働者として扱っている
のが現状です。

4つめに、企業はこうした労働者をカバーする労
働力ブランド、およびインセンティブプログラムを
検討する必要があります。選択的な勤務形態の労
働者は、何をすればより多くお金を稼ぐことができ
るでしょうか？彼らはどのようなスキルと能力を開
発すべきでしょうか？彼らのスキルや能力はどのよ
うに測定されているでしょうか？HRは、調達部門
の対応を待つのではなく、これらを実践し公式化す
べきなのです。

進むべき方向を示す成功事例
労働力のエコシステムによってもたらされる課題
はすべて管理可能であり、企業はこの問題に対す
る総合的見解を通じ効果を得られるでしょう。自社
の科学者が何カ月もの間技術的な課題解決で苦戦
していた、ある大手製薬会社を考えてみてください。
同社がこの問題解決のために外部人材を活用した
ところ、わずか6日間で解決策を見つけることがで
きたのです 8。

Fiverr、E-Lance、Doordashなどの企業は、派
遣社員やギグ・ワーカーをどのようにマネジメントす
るかを学びました。そのうちの多くの企業は急成長
し、選択的な勤務形態の労働者の生活の向上を目
的としたアプローチを模索しています。Stride 
Healthと提 携しているFiverr、Care.com、
DoorDash、Etsy、Postmatesなどからなる企業
連合は、フリーランスが米国のヘルスケアプログラ
ムや医療保険にアクセスするのを支援するイニシア
チブを立ち上げました 9。フリーランス、ギグ・ワー
カー、クラウドワーカーが増加する中で、このように
自社のプログラムを改善し、彼らとフルタイム社員
を統合していくことがますます重要になるでしょう。

まとめ
新しい労働力モデルの成長によって、雇主と労働者の関係が再定義され、多くの組織にとっては今
日の多様な労働市場を活用できる機会となるでしょう。HRおよびビジネスリーダーは、特にHRと
調達部門間での新しいリーダーシップに関する連携を積極的に形成し、組織が幅広い労働力オプ
ションとして活用できる総合的な人材戦略とプログラムを開発することが大切です。

28

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



表1．労働力のエコシステムを有効活用するには、経営陣はどのような役割を担えるか？各従業員は、どのよ
うにそれに適応できるか？

CHRO

組織の変化するニーズを満たすために組織外の労働力を活用し、労働力マネジメ
ント戦略を設計する。派遣社員を監督するマネージャーと協力し、仕事の実績の
みに注目するのではなく、これらの労働者のエンゲージメントと生産性に焦点を
移すよう促す。選択的な勤務形態の労働者が、組織と連携しながら学習やコーチ
ングにアクセスできるよう、能力開発の機会、およびパフォーマンス・マネジメン
トのアプローチを構築する。

CFO

労働力のエコシステムが自社に与える財務的影響を自ら理解し、ビジネスリーダー
と協力して、こうした労働者を管理することで得られる財務上の利益に関する彼ら
の理解を促進する。財務諸表への重要な潜在的影響によって、組織の変化する労
働力構成が損益計算書のコスト項目にどう影響するかについて前向きに捉えるこ
とが大切になる。

CIO

HRと密に連携し、労働力のエコシステムを効果的に管理できる ITインフラを構
築する。フルタイム社員、および選択的な勤務形態の労働者を管理するために、
組織がそれぞれ異なるシステムを使用している状況を改善できるよう支援する。
従業員全体に完全かつ一貫した透明性を提供できる、単一の人事管理ソリュー
ションの開発を目指す。

CRO

機密情報保護や自社の評判についてのリスク管理に関するポリシーを含む、労働
力のエコシステム内での雇用責任のマネジメントに必要な新しいポリシーを検討す
る。HRと密に協力して新しいポリシーが必要な分野を特定し、雇主が選択的な
勤務形態の労働者を採用する際の規制環境を常にモニターする（場合によっては
自身の影響力を行使する）。

各従業員
自らのために外部のタレントを活用する。労働力のエコシステムを受け入れ、さま
ざまな雇用形態の労働者を活用する雇主は、労働市場における各従業員の魅力を
高めるために、必要な経験が得られるよう支援してくれるだろう。

Source: Deloitte analysis.
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ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



現在、報酬制度は、厳密に標準化された仕
組みから、非常にパーソナライズされた仕
組みへの移行期にあります。このトレンド

の最前線にいる企業は、チームや組織に対する個
人の貢献に基づく報酬を、より本人の嗜好に沿った
内容で継続的に提供できる制度をつくり出していま
す。こうした企業は、効果的な報酬制度には、従
業員とパーソナルな関係を築くことが必須であると
理解しています。それを正しく行うことができれば、
報酬に関するこの新たなアプローチは、大きな競
争優位になり得るでしょう。
他方、私たちの調査は、この制度移行を成功さ
せた企業は希有であることを示しています。76%
の企業は、新たな報酬制度の必要性を理解しては
いるものの、パフォーマンス・マネジメントの見直
しに、より継続的な再投資を行っています。91%
の企業は、年次またはそれ以下の頻度による、ま
さしく従来型の給与改定を継続しています1。

多くのビジネスおよびHRリーダーは、既にこの

問題を認識しています。今年のグローバル・ヒュー
マン・キャピタル・トレンドでは、回答者の37％が、
報酬に関する課題を「非常に重要」だと認識してい
ます。他方、「十分準備ができている」と回答した
のはわずか9％でした。
こうした現状の中で、私たちは報酬制度がビジネ
ス上の成果創出に与えるインパクトについて、追加
調査を行いました。そしてその結果は、驚くほど残
念なものでした（表1参照）3。
こうした数字の低さは、深刻な問題を示唆してい
ます。各種の人材戦略が進化する一方で、報酬制
度の改革は遅れをとっているのです。

報酬制度の何が問題なのか？
今日の報酬制度が、従業員の嗜好と合致してい
ないポイントは主に3つあります。

1つめは、アジャイルさの欠如です。従業員は伝
統的な年次昇給・賞与型の報酬制度よりも、より
頻繁に昇給、賞与、その他インセンティブを提供
するアジャイルな制度を好むという点が挙げられま
す。

長年、報酬制度設計といえば、給与と、健康保険や休暇などの伝統的な福利厚生の適切な構
成比を検討するだけの、比較的簡単な作業でした。しかし、そのような時代は既に終わりまし
た。今、先進的な組織は、パーソナライズされ、アジャイル（俊敏）で、ホリスティック（包括
的）な報酬制度が、人材を惹きつけ、動機づけ、育成するために不可欠であることを理解して
います。ではなぜ、多くの企業は、自社の報酬制度がもはや時代遅れと気付きながら、理想に
はほど遠いままにあるのでしょうか。

新たな報酬
パーソナライズ、アジャイル、ホリスティック
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従業員の期待に応える制度を導入することは、
企業に大きなインセンティブをもたらします。
Globoforceの調査によると、現金やポイントまた
は感謝による「小さな報酬」を定期的に受けとって
いる従業員は、年次の昇給と賞与を受けている従
業員に比べ、8倍も熱心に仕事に打ち込んだので
す4。
私たちの調査では、企業の20％が年1回以上の

パフォーマンス評価を行っている一方、同頻度で給
与の見直しを行っている企業はわずか9％でした 5。
問題を複雑にしているのは、ほとんどの報酬制度
が柔軟性に欠け、支給などの判断を経験値と在籍
期間に頼っている点にあります。

2つめは、パーソナライズの欠如です。企業は、
従業員の嗜好をよく理解し、より多様な人材に対
応可能な、幅広の報酬制度を構築する機会を逃し
ています。現在の報酬制度は、均質的なマスの従
業員（正社員）に向けた、健康保険や疾病休暇、
残業手当といった、伝統的な処遇の提供に焦点を
当てたままです。

高い成長予測と相関する報酬戦略
会社業績との連動性の高い報酬戦略をもつ組織の回答者は、10%以上の成長を期待している割合が高い。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,069
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．報酬戦略が組織の成長に与える影響

非常によく連動している よく連動している ある程度連動している 連動していない

会社業績に連動した報酬戦略

次年度に成長率10%以上を見込む各グループの割合

29%
26%

22%

17%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。

表1．報酬が事業上の成果創出に与える影響

事業上の成果
自社の報酬戦略が
「非常に効果的」
に機能していると
評価した割合

人材の動機付け 3%

人材の能力開発 5%

人材の惹きつけ 6%

人材の引き止め 8%

ビジネス上の成果 
との連動 12%

Source: Bersin, Deloitte Consulting LLP, High-impact total  
rewards research, 2018.
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また、多くの企業は、契約社員などの非正社員
の制度に柔軟性や育成、報奨といった観点を適用
していません。
トレンドの最前線にいる企業は、早い段階で真
にパーソナライズされた報酬制度への移行を進め
ています。他方、ほとんどの企業は苦戦している状
況です。今回の調査で、自社の制度が、パーソナ
ライズされた柔軟なソリューションの構築に「非常
に効果的」だったと回答した企業は、わずか8%で
した。また、最近の調査によると、従業員の嗜好
をよく、または非常によく理解するために、コン
ジョイント分析などのデータの活用や分析が「非常
に重要」と回答した企業は、わずか9％でした 6。

3つめは、公正性の欠如です。ほとんどの報酬
制度は、公正性が担保されていないと見なされて
います。例えば、大手テクノロジー企業10社に属
する4,000人以上の従業員に対して調査を行った
ところ、高報酬の従業員のうち「公正に支払われて
いる」と感じているのは45％のみでした7。多くの
企業では、報酬決定に関するプロセスは、政治的
または恣意的だと見なされており、これはリテン
ションや人材の流出に大きな影響を与えています。
透明性の欠如は、問題をさらに悪化させます。
Payscaleの調査によると、給与決定に関するプロ
セスを理解していない従業員は、理解している従
業員よりも離職の可能性が60％も高いことが分
かっています 8。
貢献に応じた処遇とその公正性、平等性といっ
たテーマは、今に始まったものではなく、HRで何
10年にもわたり議論がなされてきたものです。し
かし、今までと違うのは、従業員側の、報酬に関
する透明性と柔軟性に対しての期待値の高まりと、
Glassdoor、Fishbowl、LinkedInなどのサイトを
介した、給与データを含む情報へのアクセスの向上
です。

先駆者： 
報酬とパフォーマンスを 
整合させる
報酬制度を根本的に見直し、より多様で
パーソナライズされた制度に移行する企業は、
ポジティブな成果を得ています。これらの中に
は、報酬戦略、個人業績および会社業績間に
高い整合性を確保し、独創的な取り組みを行っ
ている企業があります。
例えば、ある大手アパレルメーカーは、
従業員に、報酬に関する3つの要素を
提供しており、各要素はそれぞれ異な
る基準をもっています。
昇給は、コア・バリューの体現を
反映し、賞与は、特定のKPIの達
成率に結びついています。そし
て、インセンティブと長期ス
トックオプションは、リー
ダーシップの体現や360
度評価の結果に基づいて付与されます。この柔軟
な制度により、従業員は、チームワークに集中する
か、高い目標に挑戦するか、リーダー的な役割を
目指すかを自ら決めることができます。
また、ある欧州のコンサルティング会社では、候
補者が採用オファーを承諾する際に、報酬のオプ
ションを提示しています。彼らは、現金報酬か株式
報酬か、1週間の追加休暇かより高い報酬か、貢
献に基づくメリハリのある賞与か緩やかに安定した
昇給かを、それぞれ選択することが可能です。

このトレンドの最前線にいる企業は、 
チームや組織に対する個人の貢献に基づき、 
より本人の嗜好に沿った報酬を継続的に 
提供できる制度をつくり出しています。
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Patagoniaには、その企業文化とアイデンティ
ティを体現する、革新的な報酬モデルがあります。
同社が採用する従業員の職場内外での生活を支援
する独創的なアプローチは、伝統的な報酬制度の
利点を凌駕しています。これには、3日間の週末を
年26回、勤務時間中に従業員がサーフィンやその
他のエクササイズを行うことができる「サーフィンポ
リシー」、育児や母乳育児をサポートする職場内デ
イケアなどの幅広い家族手当が含まれます。同社
は、自社の価値観を支持する熱心で意欲的な人々
を雇用することに力を入れており、彼らのパフォー
マンスと生産性は、適切に認められれば向上する
ことを目の当たりにしてきました。そこで同社では、
従業員が仕事を遊びと同様に楽しいものとして捉え
られるよう支援し、彼ら1人1人を「究極の顧客」
と見なしています。つまり、自社の従業員をどのよ
うに処遇し、どのような報酬を与えるかについて、
特に注力しているのです 9。

継続的なパフォーマンス・ 
マネジメントの支援
報酬制度の進化の鍵は、タレント・マネジメント
のアプローチを変えることにあります。2016年の
調査では、従業員の4分の3が自社のパフォーマン
ス・マネジメントの方法を変更しなければならない
と回答し、現状の方法が事業上の成果創出に役立
つと回答した企業のリーダーたちは40％以下でし
た10。一方、2017年の調査では、70％以上の企
業が「継続的なパフォーマンス・マネジメント」を
実践していると回答しています 11。

先駆者的な企業は、このパフォーマンスに即した
「継続的な報酬制度」をつくり始めています。例え
ば、ある消費者金融会社では、半期毎に実施され
るパフォーマンス評価とその結果に合わせて、幅広
いキャッシュ・インセンティブ・プランに基づく支
払いと、昇格を年2回実施しています。

Ciscoの報酬責任者は、従業員のニーズに耳を
傾けるとともに、市場競争力の担保にも力を注いで
います。透明性と信頼性をより高めるため、同社で
は定期的に給与全体に関して競合他社とのベンチ
マークを行い、競合と比較して各職種がどの程度
の報酬水準にあるかを従業員に公開しています 12。

パーソナライズした状態を維持する
驚くべきことに、報酬制度はおそらく、このヒュー
マン・キャピタルの分野において、各従業員の嗜好
が最も重要であるにも関わらず、パーソナライズさ
れる最後の分野となりそうです。そして結果的に、
報酬制度をパーソナライズし、さらに欲をいえば報
酬に絡めて従業員と個別の関係を築く企業は、タ
レント市場において明確な競争優位を確立するこ
とができるでしょう。
我々の見解では、報酬に係るさまざまな選択肢
の提示と、それをパーソナライズする方法を提供で
きる制度は、今日の多様化した人材と、彼らが持
つ多様なニーズに応える唯一の仕組みといえるで
しょう。今日の人材は、過去の画一的なアプローチ
ではなく、各人の生活、働き方、コミュニケーショ
ンを反映し、ぞれぞれのためにカスタマイズされた
報酬エクスペリエンスを求めているのです。

今日の人材は、過去の画一的な 
アプローチではなく、各人の生活、働き方、 

コミュニケーションを反映した、 
カスタマイズされた報酬体験を求めています。
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まとめ
多くの企業は、タレント・マネジメント戦略と整合した、よりパーソナライズされ、アジャイルで、
ホリスティックな報酬制度を再構築する必要性を感じています。他方、実際に行動に移した企業は
まだ少なく、彼らは報酬の定義を広げ、伝統的な報酬設計のアプローチのさらに先を見越した取
り組みを行っています。企業の眼前には、各従業員とのパーソナライズされた関係を構築し、報酬
の効果を高めるために、新しいツールを実験して試すフィールドが広く開かれたままとなっています。

表2．新しい報酬制度構築のために、経営陣はどのような役割を担えるか？ 従業員は、どのようにしてそれ
に適応するか？

CHRO
タレント・マネジメントの見直しは、報酬なしには完成しない。アナリティクスを
活用し、従業員にとっての価値を見極め、自社の市場優位性を生み出す必要があ
る。従業員の進化と彼らの優先順位を適切に反映させるために、自社の報酬のア
プローチは継続的に見直す必要がある。

CIO
HR部門と協力し、報酬分野におけるアナリティクス機能を向上させるとともに組
織のより広い範囲におけるピープルアナリティクスの活用を推進する必要がある。
報酬分野においては、従業員からのインサイトが非常に有用であり続けるだろう。

CFO 報酬は人件費全体の大部分を占めているため、HR部門と早期かつ頻繁に協働し、
報酬制度の変更が人件費にどのようなインパクトを与えるかを把握する。

CRO 報酬分野における規制をモニターし、新しい法律やポリシーが組織の報酬戦略、
特にギグ・ワーカーの報酬に対して、どのような影響を及ぼし得るかを理解する。

各従業員
自身の期待する報酬のあり方や、組織との関係を関係者に伝える。多くの企業は
現在、さまざまな報酬制度に関する新しいアイデアに対してオープンなため、自身
の意見を組織に伝えることが大切である。

Source: Deloitte analysis.
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急速に進歩するテクノロジーとチーム中心の
ビジネスモデルが組織の再設計を促す中
で、リーダーたちは新しいキャリアモデル

を構築し、従業員に新たなスキルを獲得させること
に苦戦しています。今年のグローバル・ヒューマ
ン・キャピタル・トレンドでは、「21世紀のキャリア
構築」が3番目に重要なトレンドとして浮上し、回
答者の47％がこのトレンドを「非常に重要」だと回
答しました。しかし、このトレンドに対処するための
「準備ができている」と回答したのはわずか9％で
あり、課題の緊急性を物語っています。
では、「21世紀のキャリア」とは一体何でしょう

か？私たちは、それを一連の能力開発のエクスペリ
エンスと定義し、各フェーズが新しいスキル、視点、
そして判断力を鍛える機会を提供するものと考えて
います。今世紀のキャリアは、幾度かの進歩と昇
進を伴う上向きの弧を描くかもしれませんが、それ
は前世代的な単純な階段状の道とはまったく異なる
でしょう。
今年は、61％の回答者がAI、ロボティクス、そ
して新しいビジネスモデルに関する職務を積極的に
再設計し、42％は今後2年間で自動化が職務に大
きな影響を及ぼすだろうと回答しました。この破壊

的な変化は、スキル開発を含む労働力のニーズに
大きな影響を及ぼしますが、多くの学習・人材開発
（L&D）部門がこの流れに遅れをとっています。
2017年に行った企業への調査では、回答者の半
数以上が将来求められるスキルを習得するための
学習プログラムを構築していないことが判明しまし
た1。

未来のスキルは私たちの想像と
は違うものになるかもしれない
テクノロジーが進歩するにつれて、スキルはこれ

まで以上に速く陳腐化しています。しかし、伝統的
な英知とは対照的に、単なる技術的スキルのみに最
も重要な価値があるわけではありません。実際、
最も価値があるのは、熟練した学際的に考えること
ができる人と機械を組み合わせ、サービスを革新、
創造、そしてデリバリーすることができる人材です 2。
今日急成長しているヘルスケア、販売、プロ
フェッショナルサービスといった分野の多くは、本
質的に人間主体であるものの、機械によって支援
され、増強されています。確かに、需要が高いほ

21世紀において、キャリアは職務とスキルによって狭義に定義されるのではなく、経験や学び
の速さ（アジリティ）によって定義されています。現在進行している仕事の変容、ヒトと組織が
絶えず能力を向上させることの必要性、そして各従業員の嗜好の変化によって、学習、職務設
計、パフォーマンス・マネジメント、そしてキャリア開発に関する新たなアプローチが求められ
ています。

キャリアからエクスペリエンスへ
新たな道筋
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とんどの技術的役割は、STEMに「A」、つまり教養
（Arts）を加えたSTEAMへと変化しました 3。最
近のBurning Glassの調査によると、今やデータ
や分析業務においてさえも、ライティング、リサー
チ、問題解決、そしてチームワークなどのスキルが
求められています4。また、Scott Hartleyは彼の
著書「The Fuzzy and the Techie」で、「文脈と
コード、データ・リテラシーとデータ・サイエンス、
これらすべてが必要である」と主張し、教養と科学
を融合させたイノベーションから最高の技術と製品
が生まれると記しています 5。
組織は、こうしたスキルの新たなトレンドを理解
し始めています。今年の調査では、企業は複雑な
問題解決能力、認知能力、ソーシャルスキルを将
来的に最も求められる能力として挙げています。企
業は純粋な技術的能力ではなく、こうした融合し
たスキルを有した労働者を求めているのです。

新しいキャリアモデルを構築する
このようなスキルに対する需要は、企業が単に学
習・人材開発プログラムを改革するだけでなく、自
社のキャリアモデルを根本的に再構築しなければ
ならないことを示唆しています。これは、伝統的な
「昇進か退職か」というキャリアを廃止して、人々
が絶え間なく新しいスキルを獲得し、新たな経験を
積み、仕事を通じて自分自身を改革できるキャリア
のあり方に賛同することから始まります。今日の個
人のキャリアは70年にも及ぶ可能性があるため 6、
人々は進化する仕事、職業、そして産業に合わせ
て、このジャーニーのいたるところで方向転換でき
る能力が求められます。
組織はこの変化とそれに対応する必要性を認識
している一方で、多くの課題が残っています。本調
査回答者の約4分の3（72％）は、自社のキャリア
パスは単に組織図を登るだけの組織階層に基づい
たキャリアパスではないと回答しました。

人材開発プログラムと今日のキャリアパスとの間のギャップ
回答者の約4分の3が、自社内のキャリアパスは従来の組織階層に基づいていないと回答している一方、ほ
ぼ半数は、未だ自社の人材開発プログラムは定義されたキャリアパスのために求められるスキルをベースに
していると回答。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights

n = 11,069
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．伝統的なスキル開発と非伝統的なキャリアパス

経験や協働的な学習を通じた
能力開発

定義されたキャリアパスにおいて
求められるスキルの開発

非伝統的：組織階層に
依拠していない

伝統的：組織階層に沿って
昇進する

定義された
キャリアパスに
沿ったスキル開発

しかし、
キャリアパスは
非伝統的

53%47%

72%

28%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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また、回答者のわずか20％が、所属する組織は
体験学習を通して人材を育てると回答し、たった
18％が自社は従業員が積極的に自分の能力を開発
し、キャリアの新しい道筋を描く機会を与えている
と回答しました。そして、回答者の半数以上（54％）
が、所属する組織には将来必要となるスキルを磨く
学習プログラムはなく、異動は依然として任期、役
職、社内政治によって行われることが多いと回答し
ました。
この従業員のキャリアパスと能力開発の間の根
本的なミスマッチは、彼らに不満や無力感を与えて
います。驚くべきことではありませんが、今年の回
答者の約60％は、所属する組織は各従業員が自
身のキャリアマネジメントを行う権限の移譲を、「や
や効果的」、または「効果的に行っていない」と評
価しました。
これに対する解決策は教育業界からもたらされ
るのではなく、責任は企業組織にあります。教育
機関はより多くの総合的な学位を開発していますが、
ある調査では学位はそれほど重要ではないことが
分かっています。高いパフォーマンスをあげる組織
では、候補者の経験やスキルと同様に、職場倫理、
価値観、潜在能力、経験などの属性を評価し、雇
用しています7。

学習のあり方は再考される
21世紀のキャリアが発展するための重要なポイ
ントは、組織が「学習する文化」を構築することに
焦点を当てることです。ある研究によると、成長の
ためのマインドセットを整え、「デザインされた成
長」を創り出し、ストレッチした課題を与え、学習
を促進するために公然と失敗を議論する企業は、
これらを実践していない企業に比べて3倍の収益
を上げ、4倍優れたリテンションを誇っています 8。
コーポレート・ラーニング市場は、企業がこれら
のソリューションを見つけ、デリバリーを支援でき
るよう変化しています。従業員自らがコンテンツを
見つけ、コースを受講し、情報を共有することを可
能にする、これまでにはなかったような新しい自発
的な学習ツールが市場に登場しています 9。
こうしたツールをもとに、Visa、Ingersoll 

Rand、IBM、Walmartなどの企業は、自社内お
よび巨大なオープン・オンライン・コース（MOOCs）
の両方からコンテンツを調達する新しいプラット
フォームを活用し、学習ネットワークとナレッジ共
有のためのシステムを構築しています 10。また、現
在SalesforceやSAP、その他の大手ベンダーは、
従業員に無料でコンテンツを開放し、彼らはワンク
リックで必要なトレーニングを見つけることができ
ます 11。

今世紀のキャリアは、 
幾度かの進歩と昇進を 
伴う上向きの弧を描く 
かもしれませんが、 
それは前世代のような 
単純な階段状の道とは 
まったく異なるでしょう。
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その他のシステムは、拡張現実（AR）や仮想現
実（VR）などの高度な技術を応用して、さらなる進
化を遂げています。例えばBMOでは、従業員が
自分の職場でデジタル世界とやりとりでき、学習教
材へのオンデマンドアクセスを提供し、学習を促進
するためにゲーミフィケーションを使用できるARア
プリを利用しています 12。
また、ShellではARとVRの両方を用いて知識学

習を加速し、職務経験を拡張させるデジタル・エク
スペリエンスへと、キャリアと学習能力のあり方を
移行させています。同社ではまた、従業員のキャリ
アの初期段階での経験を重視することで、加速す
る変化のスピードに対応しています。同社のHR戦
略・学習部門エグゼクティブ・バイス・プレジデン
トの Jorrit van der Togtは次のように述べていま
す 13。「学部卒の従業員のこれから5年後を予測す
ることはできませんが、私たちのビジネスには常に
最高のタレントが必要であることを理解しています。
そこで、イノベーションを起こし、他者と協働し、
ビジネスへの影響力を高めることができる人材の能
力開発に注力しています」。

新たな重要課題： 
各組織内での改革
成功している組織は、従業員が会社内で自分自
身を再教育できるよう、カスタマイズされたソリュー
ションを提供しています。これは、各従業員が21
世紀のキャリアの舵を取り、雇主が将来必要にな
るスキルにアクセスできるようにするための鍵とな
ります。
一部の雇主は、データ主導のキャリア開発ツール

を使用して、従業員にとって最善の「次の行動」を
特定することで、両者にとっての目標達成を同時に
目指しています 14。例えば、IBMはAIベースの自己
評価ツールを開発し、従業員各人のニーズに最も関
連したトレーニング、求人、そしてキャリアパスを、
彼ら自ら見つけられるよう支援しています 15。
これらのプログラムが効果的に機能すれば、従
業員は自らが成長するために必要な経験を見つけ
出し、追求し、磨き上げることができます。これは、
組織が従業員の雇用を維持し、現在および未来の
仕事における需要を満たせるよう彼らを鍛え、個人
と組織双方に利益をもたらす新しいキャリアパスを
推進するのに役立つでしょう。

まとめ
組織やビジネスリーダーたちには、21世紀のキャリアをサポートするさまざまなソリューションを調
査、理解、開発、そして実行するという新たな重要課題があります。経験、新しいキャリアモデル、
データ主導型ツール、および学習・人材開発を提供することに注力しさえすれば、企業はふさわし
いタレントを適切なタイミングで育成、維持、能力の再開発をすることが可能になるでしょう。
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表1．今日のキャリアのために、経営陣はどのような役割を担えるか？ 各従業員は、どのようにそれに適応
できるか？

CHRO
将来、今とは異なる働き方をするために、どのような新しいスキルが必要になるか
を理解する。これらのスキルを特定することで、組織のサービスやプログラムを学
習インフラからキャリア・アーキテクチャへと移行する方法を計画し、今日のトッ
プタレントのためにより魅力的なエクスペリエンスを創り出すことができる。

CIO
HRと協力して学習経験を教室外へと拡張し、利用しやすさと可用性に関して、従
業員の期待に沿った形でデジタルテクノロジーをラーニング・プロセスに組み込む。
学習分野もまた、AIやコグニティブ技術における新しい進歩を試す絶好の機会に
なる。

CRO
候補者を評価する際に、仕事への情熱、組織文化との適合性、学習の速さなど
の基準を考慮することは、よりよい長期的な採用につながる可能性がある一方、
組織に対して大きなリスクとなることもある。潜在的なリスクを管理するための採
用方針と実践状況を見直す。

CMO
（チーフ・マーケティング・
オフィサー）

新しいキャリアモデルと経験を提供することで、組織の採用ブランドを強化するこ
とができる。特に、ミレニアル世代の多くが、継続的な学習とキャリア開発を非
常に重視していることを考慮する。採用ブランドを促進し、タレント市場での競争
力を高められるよう、自身のスキルを最大限活用するためにマーケティング専門
家としての典型的な役割を超えて思考する。

各従業員
雇主に対する自身の価値を高めるような選択的なキャリアの経験を検討し、伝統
的なキャリアパスを超えて思考することで自分のキャリアを進歩させる。現在、技
術的な役割を担っていたとしても、創造性や問題解決のような「本質的に人間的」
なスキルを養う機会を模索する。

Source: Deloitte analysis.
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現代科学の最も大きな功績の1つは健康寿
命の延伸であり、今日の人類の寿命は未
曾有の長さとなっています。世界の平均寿

命は、1960年の53歳から2015年には72歳に急
伸しましたが、寿命はまだまだ伸びており1、今後
も10年ごとに1.5歳伸びると予測されています 2。
健康寿命の延伸と出生率の低下によって、世界中
の高齢者の割合は劇的に増加しています 3。今後、
世界の退職者1人当たりの労働者数は、現在の8
人から2050年には4人にまで減少すると予想され
ています4。
こうした人口統計学上の事実は、個人、組織、
および社会に重要な示唆を与えています。健康寿
命が延伸しているこの時代には、テクノロジーとビ
ジネスの世代にわたって、個人のキャリアははるか
に長く続きます。人口が縮小するにつれて、いわゆ
る「労働年齢」（20―54歳）にある労働力が縮小す
るため、企業は、60代、70代、およびそれ以上
の年齢の人々を雇用していくことになります。また、
こうした年代の労働者の多くは、金銭的／感情的
な観点から、「従来の」退職年齢を過ぎても働く必
要性を感じています。

2018年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・
トレンドでは、29％の回答者が健康寿命の延伸を
「非常に重要」な課題だと回答し、40％が「重要」
と評価しました。高齢化が急速に進んでいる日本
の回答者は、この問題について特に懸念しており、
41％が「非常に重要」と回答しました。

世界的な高齢化によって浮かび
上がるインパクト
人口の高齢化は、経済と組織の両方にとって労
働力のジレンマをもたらします。13カ国において、
2020年までに5人に1人以上が「65歳以上の高
齢者人口」となり、2014年の3カ国から増加する
と予想されています 5。これらの国々には米国、英
国、日本、ドイツ、フランス、 韓国といった主要経
済大国が含まれています。中国の65歳以上の高齢
者人口は、2005年の約1億人から2050年には3
億2千9百人と3倍以上に激増すると予測されてい
ます 6。実際、アナリストは世界における65歳以
上の人口の60％が、2030年までにアジアに集中

長寿化と労働力の高齢化は、組織に対して未曾有の課題と未知の機会をもたらします。勤務年
数がより長くなることを前提とした人材戦略、職場方針、および人材の管理手法について計画、
設計、企画する企業は、健康寿命延伸による恩恵を受けることができるでしょう。一方、このト
レンドに遅れをとった企業は、発生し得る責任についての懸念とスキルギャップに直面する可能
性があります。有意義で生産的な多段階かつ多次元のキャリアを従業員に提供する方法を創り
出すことは、世代を超えて労働者を雇用するための大きな機会となります。

健康寿命延伸による恩恵
人生100年時代における仕事のあり方
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すると見積もっています7。
課題を複雑にしているのは、ほぼすべての先進
国で現在の出生率が2.1を下回っていることです 8。
つまり、こうした国々の企業は、海外から労働者を
引き寄せるか、成長途上の労働力を獲得しなけれ
ばなりません。今後の課題を検討するには、2015
年と2016年の労働力不足が約100万人に達し、
900億ドル近いコストが発生したと推定される、世
界で最も高齢化が進んだ国、日本について調査を
進める必要があります 9。
長寿の時代に向けて、組織が人材やビジネス
戦略を構築するための新しい研究が行われ
ています。例えばMIT AgeLabは、企業、
政府機関、およびその他のステークホルダー
と協力し、高齢者雇用を目的としたソリュー
ションとポリシーを開発しています。同機関
では、消費者目線でビジネス市場全体のイノ
ベーションを促進するために、健康寿命延
伸に関する課題と機会を研究しています 10。

競争優位性としての 
高齢人材
人材市場の競争が激化するにつれて、組
織は高齢の従業員を若年の従業員に置き換
えるのではなく、前者を組織内にとどめてお
くことには価値があると認識しています。私
たちの調査によると、高齢の従業員はほぼ
未開拓の労働力で、今年の調査回答者の
18％のみが、「高齢であること」は組織に
とってメリットだとみなしています。しかし先
進企業は、競争優位性の源泉としてこのタレ
ントプールに注目し始めています。
こうした高齢者のタレントプールは、実績
があり、献身的で、多様な人材の宝庫です。米国
の雇主の80％以上は、50歳以上の労働者は「ト
レーニングとメンタリングのための貴重な資源」か
つ「組織ナレッジの重要な情報源」であり、「より
豊富な知識、知恵、人生経験」を提供できると考
えています 11。英国政府は、組織に対して高齢労
働者の雇用、再教育、および採用にインセンティ
ブを与え、生涯学習とトレーニングを支援し、孤独
と社会的孤立を減らす政策に尽力しています 12。

積極的な組織は、キャリアモデルを拡大して新
しい人材開発の道筋を創り、50代、60代、70代
の従業員に適した役割を創出することで、高齢者
のタレントプールを有効活用しています。本調査回
答者の16％が、自社は高齢の従業員のために特別
な役割を創っていると回答し、20％が新しいキャ
リアモデルを構築するために彼らと協働していると
回答しました。

高齢の従業員がメンターやコーチ、専
門家として勤務することで、組織は彼
らに大きな価値を見出すことができま

す。こうした役割を担うことで、高齢の従業員は野
心的な若い労働者のためのスペースを残しながら、
彼らに「バトンを渡す」ことができるのです。
多くの企業では、高齢の従業員が職場に残れる
よう職場改革を試みています。例えばBMWは、
クッションフロアや調節可能な作業台を提供するな
どの単純な変更によって、高齢労働者を配置した
組立ラインの生産性をわずか3カ月で7％向上させ
ました13。

積極的な組織は、キ
ャリアモデルを拡大
して新しい人材開発
の道筋を創り、50
代、60代、70代の
従業員に適した

役割を創出することで、
高齢者のタレントプール
を有効活用しています。
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Home Depotやその他の組織は、高齢の従業
員に柔軟なスケジューリングの選択肢とパートタイ
ムのポジションを提供しています 14。また、同社で
は定年退職者の3分の1近くがパートタイムで働く
ことを希望しており、この人材グループを派遣社員
またはギグ・ワーカーとして勤務してもらう機会も
提供しています 15。
新しいスキルの獲得も、高齢のタレント活用を成
功に導くための戦略に役立ちます。ある世界的なテ
レコミュニケーション・プロバイダーは、高齢の従
業員が自己改革することを奨励し、新しい技術的
スキルを習得するためのプログラムに投資していま
す16。COBOLやC++などの古いテクノロジーでキャ
リアを築いたソフトウェアエンジニアたちは、モバ
イル・コンピューティング、AI、その他の技術をス
ピーディに学習するために、このエクスペリエンス
を活用することができます。
さらに、ほとんど知られていない興味深い事実とし

て、全年齢
層の中で高
齢労働者は最
も起業志向が高いのです。
1996年から2014年の間
に、新しいベンチャー企業
を興した高齢労働者（55-64歳）
の割合は増加し、同期間の起業率が減少
しているミレニアル世代（20-34歳）の起業率
を68％も上回りました17。

高齢化する労働力に関する 
新しい課題
高齢の労働力を活用するためには、課題も伴い
ます。高齢の従業員は、職場における権限が強い
ため、その他の従業員から不満を買ったり、在職

高齢の従業員は組織にとってメリットかデメリットか？
国によって大きく異なるが、55歳以上の労働者に対する認識は両極端である。

Deloitte Insights | deloitte.com/insightsSource: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

注：図は、世界平均を中心として、回答数が100を超えた6つの国々で「デメリット」と回答した割合にどの程度差が
あるかを示している。回答数：イタリア=106、中国=817、オランダ=136、世界全体=11,070、南アフリカ=354、アラ
ブ首長国連邦=108、エクアドル=139

図1．55歳以上の労働者に対する組織的な見方

デメリット 影響なし 現状維持

イタリア

中国

オランダ

世界平均

南アフリカ

アラブ首長国連邦

エクアドル

32% 53% 15%

31% 53% 16%

30% 57% 13%

16% 62% 22%

17% 54% 29%

13% 62% 26%

20% 61% 18%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）で
さらに詳しいデータをご参照ください。
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期間が長いために高給を得ることが多かったりする
ことも事実です。高齢の従業員を活用しようとする
組織は、新しい賃金ポリシーとより柔軟な報酬制
度を構築し、さまざまな年齢をまたいだ（ときには
自分の親と同年代のチームメンバーの）マネジメン
トを行える若手リーダーを育成する必要があるかも
しれません。
また、年金は健康寿命の延伸が組織に影響を及
ぼすもう1つの分野です。世界経済フォーラムは、
現在70兆ドルもの世界的な退職後の貯蓄不足
（ギャップ）が存在すると見積もっており、退職者
のニーズと実際の年金収入との間の巨大なギャップ
を強調しています。さらに、このギャップは2050年
には400兆ドルにまで拡大すると予測されていま
す 18。高齢者が金銭的なストレスで生産性に悪影
響を及ぼすのを避けるため、企業は彼らがより長く
働き、退職金を適切に管理するのを支援すること
が不可欠です。
今回のグローバル・ヒューマン・キャピタル・ト
レンドからは、多くの組織がこうした世界的な労働
力の高齢化に対処する準備ができていないことが
見て取れます。回答者の約半数（49％）が、高齢
の従業員が新しいキャリアを見つけるための支援を
何も行っていないと回答しました。また、回答者の
20％は、高齢者雇用を機会ではなく、競争上の不
利益とみなしており、シンガポール、オランダ、ロ
シアなどの国ではこの割合がはるかに高くなってい

ます。実際、15％の回答者は、高齢の従業員は将
来有望な若手従業員の「人材育成の障害」になる
と信じていました。
これらの研究結果などから、私たちは今日の労
働力には年齢的なバイアスに関する重要な問題が
隠れていると考えています。まだ言及されていませ
んが、年齢にまつわるバイアスに影響を受けた企
業文化や雇用慣行は、企業のブランドおよびソー
シャル・キャピタルを損なう可能性があります。
年齢にまつわる差別は、既にダイバーシティの問
題と法的責任問題の主流になっています。2016年
には、米国雇用機会均等委員会に21,000件を超
える年齢に関する差別訴訟が提起されています 19。
この問題はシリコンバレーのテクノロジー産業にお
いて特に深刻です。そこでは「若年文化」が重視さ
れているため、高齢のソフトウェアエンジニアが賃
金の低い職務を担わされたり、シリコンバレー外で
仕事を探すことを求められたりしているのです 20。
人口統計学上の事実を否定することはできませ
ん。国全体が高年齢化するにつれて、高齢の労働
力のエンゲージメントとマネジメントに関連する課
題はより深刻化するでしょう。その変化を無視また
は拒絶する企業は、自社の評判に関する損害や法
的責任を負うだけではありません。健康寿命の延
伸を見事に競争優位性に変える組織に遅れをとる
リスクも、同時に負うことになるでしょう。

まとめ
前例のないほど健康寿命が延伸している世界で競争力を維持するには、組織は高齢のタレントを活用する新し
い戦略を採用しなければなりません。「20代で学習は終わり、40代でキャリアが終わり、60代で仕事が終わ
る」という従来の前提は、もはや正しいとも持続可能だともいえません。長い職業人生に応えるために、複数
世代に及ぶ人材戦略を再考するには、オープンマインドおよび斬新なアプローチが必要になるでしょう。
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表1．健康寿命延伸を有効活用するために、経営陣はどのような役割を担えるか？ 各従業員は、どのように
それに適応できるか？

CHRO 高齢従業員の特定のニーズに合うよう設計された包括的なエンゲージメントプラン
を作成し、彼らが生産性を最大化できる環境を整備する。

CIO

COO
（チーフ・オペレーション・
オフィサー）

高齢の従業員が生産性高く働けるよう、ITとより広範な職場環境のための手法を
開発する。彼らに対し、どのような便宜を図るべきかを決定する。

CFO 長期的な金銭問題の発生を予防するため、確定給付およびその他の退職者向け
のプログラムを管理する方法を特定する。

CRO
年齢による差別に関するポリシーを見直す。その他の従業員が、高齢従業員のた
めにどのようにして公正な職場環境を作るかを理解できるよう、積極的にバイア
ストレーニングの実施を検討する。

各従業員

キャリアの延伸の鍵は、スキルと能力を絶え間なく革新していくことである。現在
の日常的な活動以外の新しいスキルを習得するトレーニングの機会を活用し、自
分自身が労働市場でできる限り魅力的になれよう努力する。また、伝統的なフル
タイム以外の仕事をすることも検討する。そうすれば、高齢の従業員はギグ・エ
コノミーの一部として大きな機会を見出すことができるかもしれない。

Source: Deloitte analysis.
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ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



コーポレート・シチズンシップはもはや単な
るCSR活動や、マーケティング推進のた
めの道具や、CHROによって進められるプ

ログラムではありません。今や、CEOレベルで検
討すべき、企業のアイデンティティを決定付けるビ
ジネス戦略のひとつとなっています。ダイバーシ
ティ、インクルージョン、賃金のジェンダーギャッ
プ、賃金格差、移民問題、地球温暖化などは、現
在世界中で個人から政治家レベルまで語られてい
る問題です。そして、私たちの調査によると、数多
くのステークホルダーが、それらの問題に対する政
府の解決策には不満を示し、エシックスに関わる
課題解決への企業の取り組みに対する期待が高
まっています。

BlackRock CEOのLaurence Finkは、2018
年初頭に投資家へ向けたレターの中で、人々が「民
間セクターに期待を寄せるようになり、より幅広い
社会的な課題に取り組むことが企業に求められる
ようになった」1と語っています。今年のグローバ
ル・ヒューマン・キャピタル・トレンド調査でも認
められるように、このような社会的動向は、CEO
を初めとする経営幹部層に、より高いスタンダード
での企業経営を促しています。今年のグローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド調査では、回答

者の77％が、コーポレート・シチズンシップを「重
要である」と回答し、36％が「非常に重要である」
と回答しました。「シチズンシップ」とは、社会に
影響を及ぼすありとあらゆる企業の行動を意味しま
す。私たちは、「シチズンシップ」を、社内外（従業
員、顧客、コミュニティ等）問わず責任ある行動
を起こし、貢献する力と定義付けています。

なぜ今シチズンシップが 
重要なのか？
企業や社会にとって、シチズンシップを重要視す
るようになったきっかけは何でしょうか。
まず、今は企業が非常に透明性の高い環境でオ
ペレーションをしていることが挙げられます。社内
外を問わず、何かの行動を隠匿することはほぼ不
可能です 2。2017年は性差別、賃金格差、経営層
の倫理観に欠ける失態などに関わる数多くの話題
が紙面を賑わせました。消費者をぞんざいに扱え
ば、すぐさま動画が世界中に拡散されます。そして
2018年には初めて、ほぼすべてのアメリカ企業に
対し、CEOと従業員賃金の中央値を比較する報酬
比率（ペイレシオ）の開示が義務付けられます 3。

ソーシャル・エンタープライズへの評価は、決算の結果だけではなく、社会にどのような影響
を与えているのかが鍵となります。ステークホルダーから企業への期待値が上がる中、不誠実
で公正を欠くような企業市民としての行動は、企業イメージを損ない、売り上げを低下させ、
求める人材を惹きつける力を弱めることになります。今、企業が追求すべきは「社会という鏡
に、映る企業の姿は魅力であるか？」という問いではないでしょうか。

企業市民とソーシャルインパクト
社会は企業を映す鏡
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次に、今や多くの国で労働
人口の過半数を占めるミレニ
アル世代 4が、企業的責任に
対し非常に高いレベルの期待
を寄せているということが明らか
になっています。デロイトによる
2017年の調査によると、ミレニアル世
代は、自分の勤めている企業が、格差
問題、飢餓問題、環境問題などの社会問題にどの
ように取り組んでいるのかについてますます敏感に
なっています。ミレニアル世代の88%が、企業はこ
のような社会問題の解決に貢献すべきだと考えてお
り、86%が、ビジネスの成否は利益率のみで測ら
れるべきではない、と回答しています 5。
また、今やコーポレート・シチズンシップは対消
費者・対従業員へのブランド力に直結するようにな
りました。最近のNielsenの研究によると、従業
員の67%が、社会的責任の高い企業で働くことを
好むと回答しており、消費者の55%が、多めに払
うことになっても社会貢献を行っている企業の商品
を買いたい、と回答しています 6。先述のデロイト
のミレニアル世代に関する調査でも、地元の社会
に貢献していると感じられる企業に勤めているミレ
ニアル世代の従業員は、同じ企業に5年以上勤め
る確率が38%上がることが分かっています7。
最後に、ビジネスが政治的・社会的・経済的な
争点に巻き込まれやすくなっている環境にも起因す
るでしょう。社会的な論争となってしまうと、CEO
は従業員と顧客を代表して、自分の立ち位置を表
明せざるを得ないのです。

MerckのCEOであるKenneth Frazierは、「ビ
ジネスは社会に価値をもたらすために存在する」と
考えています。彼は敢えて自らの社会的立ち位置を

表明し、製薬業界はどのように社会に貢献
すべきかについて再定義しました 8。
Nicholas KristofやYale大学教授 Jeffrey 
Sonnenfeldといった世界的に著名なコメ
ンテーターたちも、社会問題の解決や生活
の向上のために、ビジネスができること
の可能性を掴むよう、企業に対して
呼びかけを行ってきました 9。

良き企業市民は、 
数字でも結果を出す
企業の財務的結果は、コーポレート・シチズン
シップと直結しているともいえます。Fortune誌の
「世界で最も称賛される企業」リスト10や、Dow 
Jones社の「Social Responsibility Index11」など
に代表されるような、CSRランキングや働きがいの
ある会社ランキングなどが評価会社から多数発表
されています。新たなメタ分析によると、CSRイン
デックスランキングと利益率には直接的な相関関
係が認められており12、S&P 500において、目的
意識のはっきりしている企業はそうでない会社と比
べて8倍良い結果を出すことが、経年の調査により
判明しました13。

22,000人ものプロの投資家を調査したところ、投
資家の78%がCSRを重視している企業への投資を増
やしていることが分かりました14。一部の投資家はブ
ランディングが採用やリテンションの質に直結するこ
とを理解しており、Glassdoor などのオンラインの格
付プラットフォームを参照して企業を評価しています。
多くの企業が、良き企業市民として求められる立
ち振る舞いに応えつつあり、また社会的な影響と

「シチズンシップ」とは、社会に影響を及ぼすありとあら
ゆる企業の行動を意味します。私たちは、「シチズンシッ
プ」を、社内外（従業員、顧客、コミュニティ等）問わず責
任ある行動を起こし、貢献する力と定義付けています。
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財務的結果をより連動させることへの期待にも応え
ています。Targetは、小売業に従事する従業員
320,000人全員の給与を、2020年までに時給15
ドルにまで引き上げることを最近発表しました。こ
れはアメリカ合衆国の定める最低賃金の2倍にあた
ります。その他にも、従業員割引制度、社外研修
費用の会社負担制度、フレキシブルなシフト制度な
どを導入し、福利厚生を充実させることによるパ
フォーマンス向上を目指しています 15。Salesforce
は、収益の1%をチャリティに寄付し、従業員に毎
年1週間のボランティア休暇を付与しています 16。
Unileverは従業員にROI偏重主義をやめさせ、そ
の代わりに“USLP”: Unilever’s Sustainable 
Living Planを実践するように指導しています 17。

産業分野を問わず、多くの企業がコーポレート・
シチズンシップをミッションの核に位置付けていま
す。Teslaは、自分たちのビジネスを「持続可能な
輸送手段の出現を加速する」ことと定義付けてお
り18、これにより投資家の目にもより大きな経営理
念として映ることになり、社会貢献のイメージを与
えることに成功し、CEOであるElon Muskは、「環
境の壊滅的な破壊」を食い止めるためにも、電気
自動車の重要性についてよく言及しています 19。ま
た、Bank of Americaは、「環境・社会・ガバナン
スのリーダーシップを通じ、共通目的である金融生
活の向上を目指して」責任ある成長を実現すること
を重視しています 20。

企業は有言実行か？
世界の回答者の77%が、コーポレート・シチズンシップを重要だと回答している一方、それが実際の企業
戦略のトップ・プライオリティに反映されていたと回答したのは、わずか18％にとどまる。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights

n = 11,069
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1． 企業が取り組む社会的責任プログラムについて
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統合された本物の 
シチズンシップ戦略、求む
上記のような好例がある一方、他の多くの会社に
とってはシチズンシップを全体的な企業戦略に統合
することは難しいようです。今年のグローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド調査では、回答
者の77%がシチズンシップを重要であると回答し
たにも関わらず、それが企業戦略にトップ・プライ
オリティとして反映されていたと回答したのはわず
か18%でした。残りの34%は、取り組みはあった
ものの不十分であったと回答し、22%は特に取り
組みは行わなかったと回答しています。

私たちは、2018年は多くの企業にとって、シチ
ズンシップを企業戦略やアイデンティティのコアと
して取り組むことのできる年になるのではと考えて
います。バラバラな取り組みの断片の段階から一歩
進んで、何の会社なのか、何を主張する会社なの
か、何を行う会社なのかを定義付けるような、包
括的で本物の一枚岩のシチズンシップ戦略を、
CEOや経営幹部は打ち出す必要があります。そし
て、組織のトップに結果に対する責任を持たせるべ
きなのです。成功している企業市民は既にこの方向
に進んでいます。コーポレート・シチズンシップを
形作る多数の要素が何なのかを理解し、改善して
いくためには、このような取り組みが必須といえる
でしょう。

まとめ
ソーシャル・エンタープライズの時代、ステークホルダーは企業の社会に対する影響を注視しており、
それは例えば、商品が人々のニーズにどのように応えているのか、生産計画が地元社会にどのように影
響を与えているのか、従業員が自分の仕事に対しどのように思っているのかといったことにも関連する。
社会の鏡に映る企業のアイデンティティが評価される時代であり、その鏡に映った姿をどう磨くかが、
成功の秘訣なのである。
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表1．シチズンシップ実行のための経営陣の役割とは？ 各従業員はどのように取り組むべきか？

CHRO
企業のシチズンシップ戦略を全体的な人材戦略に埋め込み、単発のシチズンシッ
プに関する取り組みを全体的なまとまりへと進化させる。統合的なシチズンシップ
戦略を形作り、それにエンゲージさせる経験を従業員に与える。

CIO
ソーシャルメディアなどのテクノロジーを活用してコーポレート・シチズンシップを
促進する。テクノロジーを活用して、企業のカルチャー、アイデンティティ、従業
員処遇や顧客待遇に関するポジティブなイメージを発信する。

CFO 人事やマーケティングと協力し、株主価値の向上につながるシチズンシップに関す
る取り組みを行う。

CRO

シチズンシップの取り組みに関するリスクに対しプロアクティブに対処し、たとえ
善意による取り組みであっても、企業ブランドを損なうことがないように注視する。
良き企業市民としての行動は、企業にとって有益であることに変わりはないが、ど
んな反応を引き起こすか分からない現代社会において、予期せぬ結果を招く可能
性があるということを経営幹部は把握する必要がある。

CMO ITやHRと協力し、また、ソーシャルメディアからのデータや洞察を活用して、企
業のシチズンシップ戦略が、企業全体のブランド向上につながるように注力する。

各従業員
声を上げ、行動を起こす。上司に、企業にどのような立ち振る舞い（対社内外問
わず）を期待しているのかを伝える。社会、同僚、顧客の生活向上のためにボラ
ンティア精神を持って行動する。

Source: Deloitte analysis.
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ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



多くの大企業が、ウェルビーイング・プログ
ラムを含め、報酬プログラムや人材開発プ
ログラムを見直そうとしています。今やそ

れは社会の一員である企業としての責任でもあり、
人材戦略のキーとなる要素でもあります。このよう
な投資は、従業員、企業、経営者のニーズに応え
るものであり、ウェルビーイングのリソースやツール
としてますます活用されつつあります。
「疲弊する従業員」について私たちが初めて書い
たのは2014年のことでした。今や従業員のストレ
ス問題は目新しいものではありませんが、今日のビ
ジネスにおける容赦ないペースの速さは、問題をま
すます深刻なものにしています 1。ビジネスのデジ
タル化や24時間年中無休のワークスタイルによっ
て常にオンでいる状態が当然のものとなっており、
従業員全体の40%以上が、業務において多大なス
トレスに晒されており、生産性・健康・家族関係に
悪影響が及ぼされていることは、数々の研究により
明らかになっています 2。時給労働者は、融通の利
かない勤務時間に不満を抱いており、ホワイトカ
ラー層の不満の矛先は、常に仕事とつながっていな
くてはならない状況を作り出している際限のない

メールやメッセージのやりとりに向けられているで
しょう。
いくつかの国では、個々人の労働時間が史上最
長となり、休暇の期間が史上最短となっています 3。
加えて、デロイトによるミレニアル世代に関する調査
によると、30カ国中19カ国のミレニアル世代の過
半数が、自分たちが親世代よりも「幸福」になるこ
とはないだろう、と思っていると回答しています4。
その反面、デジタル・ウェルビーイングの市場は
爆発的に伸びています。この2年間で、20億ドル
以上もの資金がこの分野のベンチャーキャピタルに
投資されており、健康のあらゆる面を評価し、モニ
ターし、改善するために、大量のオンライン動画、
アプリケーション、ツールが作成されています 5。

ウェルビーイングは、戦略的 
優先事項になりつつある
もう何十年も前から、企業を対象にした従業員
のウェルネス（健康）に関する市場自体は存在して
いましたが、従業員の身体的健康と安全に特化し
ていました。しかしながら、現在「ウェルネス」の

仕事と生活の境界線があいまいになるにつれ、身体・精神・金銭・根源的な価値観等の面で
ウェルビーイング・プログラム（健康で幸福な生活を送るための仕組み）のラインアップを豊
富に取り揃えることは、企業責任の一部でもあり、また従業員の生産性、エンゲージメント、リ
テンションを高めるための戦略にもなりつつあります。多数の企業がこの分野へ多くの投資を
行っている一方、私たちの調査によると、企業が提供しているものと、従業員が重視し期待す
るものの間にはしばしばギャップが存在することが判明しています。

ウェルビーイング
戦略と責任
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定義は、従業員の健康に関することだけではなく
なり、より幅広いプログラムを包括するものとなっ
ており、社会的・感情的なウェルビーイングを向上
させるのと同時に、パフォーマンスを積極的に改善
していくことに焦点が当てられています。すなわち、
経済的安定、メンタルヘルス、健康的な食生活に
運動、マインドフルネス思考、睡眠、ストレス・マ
ネジメントなどに加え、企業風土改革、リーダー
シップ開発なども含まれます。
これらのイノベーションに触発されて、ヘルスケ
ア・プログラム、スクリーニング、アセスメント、
研修、アプリケーションなどを含むコーポレート・
ウェルネスのマーケットは、アメリカ合衆国単独で
80億ドル規模にまで成長し、2021年までには113
億ドルまで伸びることが見込まれています 6。そし
て、マーケットの成長に従い、これらのプログラム

が企業を特徴付ける要素として非常に重要な役割
を担っていることに関して、企業幹部の理解も進ん
できています。
例えば、今や3分の2もの企業が、ウェルビーイ
ング・プログラムは自社の採用ブランドやカル
チャーの核となる重要な要素だと回答しています7。
企業からウェルビーイングへの注目や投資が強
化される一方、私たちの調査によると、ウェルビー
イング・プログラムと従業員からの期待をうまく連
携させるために、もう一工夫凝らすことが必要な企
業は未だ多くあるようです。下記のグラフが示すよ
うに、多くの分野で従業員が重視するものと、企
業が提供するものの間に大きなギャップがあるので
す。
従業員が望むものと重視するものを包含するよ
うに、ウェルビーイング・プログラムを拡充してい

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1． ウェルビーイング：従業員が望むもの vs 企業が提供するもの
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くことは、今や企業にとって必要不可欠であると考
えられます。それにより、従業員に対し責任を果た
し、企業のソーシャル・キャピタル（社会資本）を
活性化させることや、魅力的な採用ブランドを打ち
出すことが可能となるのです。
調査によると、学生ローンサポートと並び、ボラ
ンティア活動や、地域活動への参加が一番重視さ
れているウェルビーイング・ベネフィットとなってい
ます 8。例えばSalesforceは、毎年7日のボラン
ティア休暇を従業員に付与し、業務においても目的
意識を持つことに役立てています 9。
国際的な食品会社であるDanoneにとって、ウェ

ルビーイングは、経済的・社会的な成長を軸にして
いる同社のビジネス戦略の要です。同社の
Dan�Caresプログラムでは、主だった重要疾病リ
スクをカバーする医療保険を提供していますし、育
児休暇をグローバルに設定しています。狙いは、従
業員のウェルビーイングを促進することだけではな
く、同社の従業員をヘルス・アンバサダーとして位
置付けることでもあります 10。
国際的な建設不動産・インフラ提供会社である

Lendleaseは、ウェルビーイングを促進するため
に、物理的な職場環境からのアプローチと同時に、
ウェルネスを企業文化に埋め込むようなポリシーの

策定やリーダーシップ・ア
プローチの開発も行ってい

ます。
同社の職場環境では、チームで話し

合いのできるようなテーブル、作業する
ための壁、集中して作業を
できるようなスペース、
個室ブース、休憩エリ
アなどが配置され、
協働や交流を促進す
るような仕組みになって

います 11。
本社の2階分を占めるLendlease�s Wellness 

Hubという予防医療専用の施設には、「医療相談
室」「瞑想ルーム」「介護士ルーム」「ファーストエイ
ドルーム」など、それぞれ専用の部屋が設けられて
います。それに加え、体を動かすアクティビティや
トレーニングを行うことのできるエリアもありま
す 12。
このWellness Hubの目玉は、6メートルの高さ
を誇るグリーンカーテンで、5,000もの植物が大気
汚染物質を除去し、壁内の空間を冷やすのと同時
に、エネルギー効率の向上と空調コストの削減を
実現しています。また、同社の休暇制度には、従
業員が自由にチャリティ活動に参加するために使え
る2日間の休暇も含まれています。Lendleaseは、
地域を問わず世界中でウェルビーイング・イニシア
ティブを発揮し、ウェルビーイング・デーを年3日
設けたり、食生活や運動に関してかなり力を入れて
取り組むなど、包括的に従業員のヘルス・アセスメ
ントを支援しています 13。
ウェルビーイングに関する福利厚生は、特に若
年層の従業員にとって重要です。今や多くの国の労
働人口の過半数を占めるミレニアル世代が「セルフ
ケア」にかける金額は、ベビーブーマー世代と比べ
2倍になっているとのことです 14。これにより、マ
インドフルネス思考、認知行動療法、オンラインの
パーソナル・コーチングや、プロフェッショナル・
コーチングに関するアプリケーションが急成長を遂
げており15、同様のことを会社のプログラムとして
提供することも可能なのです。

健康からウェルビーイング、 
そしてパフォーマンスへ
ウェルビーイングの定義が広がるにつれ、企業に
とってウェルビーイングは、もはや単なる従業員へ
の福利厚生や責務ではなく、ビジネスのパフォーマ

現在、「ウェルネス」の定
義は、従業員の健康に関
することだけではなくな
り、より幅広いプログ
ラムを包括するもの
となっており、社会的・
感情的なウェルビーイン
グを向上させるのと同時
に、パフォーマンスを積極
的に改善していくことに焦
点が当てられています。

67

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



ンス戦略とみなされています。今年のグローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド調査では、ウェ
ルビーイング・プログラムの設計の目的が、保険コ
ストの削減であると回答したのは全体のわずか
23%でした。対照的に、43%がウェルビーイング
は企業のミッションとビジョンの強化に資すると回
答し、60%が従業員のリテンションの改善につな
がると回答し、61%が従業員の生産性と業績の向
上につながると回答しています。
ウェルビーイングはパフォーマンス向上に資する
ということを裏付けるエビデンスは増えつつありま
す。生産性の低下によってもたらされるコストは、
医療・医薬コストの2.3倍に相当するという研究結
果もあります 16。そしてこれらのコストは、従業員
が欠勤していることによるコストではなく、出勤し
実際に働いているときに発生するものなのです。こ
のことが、企業の取るべき対応・措置を複雑にして
います。Dow Chemical Companyの研究による
と、プレゼンティズム（疾病就業）による従業員1
人あたりの年間コストは6,721ドルにまで達すると
いうことが判明しています 17。ウェルビーイングの
焦点が、欠勤を防ぐための措置という観点だけで
なく、従業員のパフォーマンス向上という観点にま
で広がっているのも当然なわけです。

新しいソリューション、 
インデックス、ツール
非常に大きな需要、およびベンチャーキャピタル

の流入により、数多くの新しいウェルビーイング・
ソリューションが次 と々マーケットに登場しています。
Castlight Health、 Limeade、VirginPulseといっ
たベンダーが、従業員にさまざまなウェルビーイン
グ・サービスを提供できる、オールインワンのアプ
リケーションを使用したプラットフォームを企業に
提供しています 18。
例えば、VirginPulseは、Facebookと同じくら

い頻繁に使われるアプリケーションを提供しており、
アクティブ・ユーザーの従業員は、そうでない従業
員と比較して会社へのエンゲージメント率が65%高
く、離職率は32%低く、9%高い生産性を示して
います 19。デロイトでは、“Vitality”アプリケー
ションという独自のアプリケーションを開発し、従
業員がより効率よくエネルギーを使って働ける仕組
みを提供しており、“Well-being Index”を発表し
ています。他のベンダーでも類似のインデックスが
開発され、自社のウェルビーイング・プログラムを
評価できるようになっています。

CEOやCHROは、分かっているのです。生産性、
シチズンシップ、インクルージョンと同じくらいウェ
ルビーイングも重要アジェンダになってきていると
いうことを。AetnaのCEO・ Mark Bertoliniは、
ウェルビーイング・プログラムの重要性と影響につ
いて、次のように語っています。「家庭での食費や
医療費、そして健康管理費において赤字になってし
まったら、どうやってエンゲージメント高く、知的
労働者として働くことができるのだろうか？20」

まとめ
ウェルビーイングは、社会の一員としての企業の責任の中核をなすものであり、従業員のエンゲー
ジメント、組織の活力、生産性を向上させるために不可欠なパフォーマンス戦略でもある。そして、
企業が採用し、自社内に留めておきたいような人材が求めている要素でもある。もはや、報酬メ
ニューのオプションや、スポット的な要素ではなく、高業績のリーディング・カンパニーにとっては、
最前列のセンターに位置付けるような必須のビジネス要素なのである。
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表1．ウェルビーイング促進のための経営陣の役割とは？ 各従業員はどのように取り組むべきか？

CHRO
ウェルビーイングは個々人に関することなので、個人のニーズが進化するにつれ、
ウェルビーイングも進化する必要がある。従業員のニーズを常に把握できるよう
な投資を行い、また、この分野で将来的にどのようなニーズが出てくるのか、トレ
ンドを予測できるようにしておく。

CIO
持続可能なウェルビーイング戦略の礎となるのは、テクノロジーをうまく活用して、
ウェルビーイング・プログラムを促進、維持、管理することだ。バラバラなアプリ
をたくさん導入してしまうと、通知がたくさん来るようになるだけだ。オールインワ
ンのプラットフォームは、ウェルビーイングに関する投資の価値を高める。

CFO
ウェルビーイングと生産性の相関性は明らかだ。他の幹部と協業し、ウェルビー
イング・プログラムへの継続的な投資に関する金銭的なコストや利益を定量化し、
収益向上を目指す。

CRO
個人情報関連のリスクへの関心が高まっているため、その管理に努める。ウェル
ビーイング関連のテクノロジーやアプリケーションがますます活用される現在、早
い段階から関わっておくことにより、適切な管理を実施し、将来的な悪影響に備
えることができる。

CMO 企業ブランドや報酬戦略の重要な構成要素としてウェルビーイングを位置付け、
かつ企業のパフォーマンスと生産性戦略に取り込む。

各従業員
企業から提供されるウェルビーイング・プログラムを活用する。また、その会社
に入社すべきか、残るべきか、あるいは去るべきかの判断の際に、会社の提供す
るウェルビーイング・プログラムを指針の1つとする。

Source: Deloitte analysis.
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ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



自動化、ロボティクス、人工知能（AI）の導
入は、急激に加速しています。今年の調
査では、41%の回答者がこのトピックを

非常に重要であるとしています。そしてほぼ半数
（47%）の回答者が、自社で自動化プロジェクトが
本格的に行われていると回答し、AIとロボティクス
の導入目的としては、24%がルーチンタスク実行の
ためとし、16%がヒューマン・スキル向上のためと
し、7%が全体の業務を再構築するためと述べてい
ます。

AIやロボティクスに対する期待値も大幅に上昇し
ています。今年の調査では、去年の38%に対し、
回答者の42%が、今後3～5年以内に自社でAIが
広く活用されることになるだろうと回答しています。
このような期待にも関わらず、多くの企業では、AI
の潜在的な活用方法に四苦八苦していることでしょ
う。確かに、2017年の調査に回答した1,500人も
の役員のうち、AIのコンセプトと自社での活用方
法の両方について把握しているのは17%にとどまり
ました1。この結果は、私たちの他の調査結果とも

矛盾しておらず、私たちが行ったこのトピックに関
する「レディネス・ギャップ」に関する調査では、
72%の回答者が、この分野を非常に重要だと回答
している一方で、本気で取り掛かる準備ができてい
ると回答したのは、31%にとどまりました。

実験段階から実行段階へ
多くの企業がこれらの技術を取り入れるにつれて、

AIやロボティクス関連のツールの市場は爆発的に
伸びています。Microsoft、IBM、Facebookと
いった IT系の巨大企業はこの分野にかなりの投資
をしています。また、アナリストによるとこの3年間
で、1,000以上ものAI関連のスタートアップ企業に
60億ドル以上の資金が流入しており、分野として
は交通、ヘルスケア、人事を含む専門分野など多
岐にわたるとのことです 2。

IT系以外の会社でも、AI導入の動向が見られま
す。例えばCoca-Colaでは、セルフサービスのドリ
ンクバーの機械から集めたデータのAI分析をもと

AI、ロボティクス、そして自動化は、多くの企業の予想を遥かに凌ぐ速さで、職場での居場所
を拡大しつつあります。既存のプロセスの自動化のためにこれらのテクノロジーを活用する企
業が増えている一方、最先端の企業では人間と機械の価値を最大化するため、業務のアーキテ
クチャを一から構築し直しています。これにより、業務をより効率的に整理し、人間のスキルと
キャリアを再定義することへつなげています。

AI、ロボティクス、自動化
人間参加型
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に、Cherry Spriteの発売を決定しています 3。
Morgan Stanleyでは、16,000人ものファイナン
シャル・アドバイザーにアルゴリズム学習機能付き
のコンピュータを貸与して機械的な作業を自動化し、
彼らが顧客対応に集中できるような環境を作りまし
た4。ヘルスケア分野では、AIとロボティクスの活
用により患者対応のスピードアップや医療記録の改
善や患者のウェルビーイングのモニタリングにつな
げています 5。全体では、AIツールは2021年まで
に3兆ドルものビジネス規模になることが予想され
ています 6。

AIやロボティクスは、HRにとっても新たな可能
性を広げます。最近のソフトウェアは、顔認識や性
別認識が可能で7、職場の声を拾い雰囲気を判断
し 8、面接の録画記録から教育レベル、嘘をついて
いるか、認知能力を判断することもできるのです 9。
分析ツールにより候補者を賢く選別し10、従業員の
キャリアオプションを診断し11、リーダーシップ・ス
キル向上のためにマネージャーをコーチングするこ
ともできます 12。可能性はそれだけではなく、AIを
使えば候補者とコミュニケーションをとるチャット
ボットを作ることも可能で、録画した面接内容を
診断し採点することもでき、エンゲージメント
調査の機微も理解することができます。
ヒューマン・キャピタル・マネジメントの
クラウドサービスを提供するベンダーは
どこも今はアルゴリズムを導入してお
り、企業にとってはデータを正確に
管理することと、このようなツール
を正確に活用できるように、あるいは
潜在的な偏りが生じないように注意を払うことが大
切になってきています。

AIと人はともに賢くなる
多くのリーディングカンパニーは、AIによって人
間を置き換えるのではなく、補完することによって
テクノロジーを最も効率よく活用することができる
と気付いています。Amazonでは10万ものロボッ
トをオペレーションに導入し13、それにより休日勤
務者の研修期間を2日間以下へ短縮することに成
功しています 14。Walmartは最近バーチャル・リア
リティを導入し、店内研修の改善や顧客目線の効
果的なシミュレーションに役立てています 15。
Airbusや日産といったメーカーでも、工場で人間
の労働者と隣り合わせで働くコラボラティブ・ロ
ボットすなわち「コボット」の活用方法を模索して
います 16。

一方で、AIには人間の監視が必要だということも
広く認識されつつあります。大きなテクノロジー会
社の舞台裏では、アルゴリズムを絶えず監視し、ト
レーニングし、改善している何万もの人間が働いて
います 17。

CrowdFlowerというアルゴリズムのトレーニン
グサービスを提供するスタートアップのCEOも言う
ように、アルゴリズムの質というのは、「トレーニン
グのデータの質と量次第で決まる」のです 18。この
発見により、「ボット・トレーナー」「ボット・ファー
マー」「ボット・キュレーター」といったジョブが誕
生しています。

HRの領域では、TextrecruitのAri、Hiremya.
comのMya、Paradox.aiのOliviaといった採用
チャットボットが、自然言語処理の進化を体現して
います。難しいのは、人間の話す言葉を理解する
ことよりも、聞くべき質問をしたり、ちゃんとした
回答を述べたり、候補者を疎外しないようにトレー
ニングをすることです。とあるベンダーによると、

多くのリーディングカンパ
ニーは、AIによって人間を
置き換えるのではなく、 
補完することによってテクノ
ロジーを最も効率よく活用
することができると気付い
ています。
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時給労働者の候補者をきちんとスクリーニングでき
るようになるまで、チャットボットをトレーニングす
るのに1年以上かかったとのことでした。
人間による介入がどうしても必要になってくるた
め、AIがすべてを自動化してくれる、といった一般
的な見解はそっくりそのままの意味で理解するには
やや語弊があります。それどころか、AIによるソ
リューションを発案し、実行し、有効化する必要
性が増すにつれ、人間と人間の生まれ持ったスキル
というのはますます必要不可欠なものとなってきて
います。機械と人間それぞれの特性を理解し、そ
れぞれに合ったタスクや労働に適用することが、自
動化や労働の再設計が重要になるにつれ、肝要に

なってきます。

ジョブの再設計から、業務の 
アーキテクチャへ
研究によると、確かに自動化により規模、スピー
ド、質は向上するものの、だからといって人間の仕
事がなくなるわけではありません。実際は、真逆の
ことが起こります。 Boston Universityの James 
Bessen教授の研究によると、コンピュータ化やハ
イテク化のレベルが高ければ高い職業ほど、雇用
の伸び率は高くなる（低くなるのではなく）ようで

AIを有効に活用するために必要なヒューマン・スキルとは？
多くの回答者は、AI、ロボティクス、自動化を制するには人間のスキルが必要不可欠だということをよく理
解している。例えば、複雑な問題解決能力、認知能力、社会的スキルなどである。一方でこのようなスキル
をどのように醸成していくかについては、明白なプランがないところも多い。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．AI・ロボティクスが企業に導入されるにつれ、どのようなヒューマン・スキルの重要性が増すか

技術的なスキル

複雑な問題解決能力

認知能力

プロセススキル

人材マネジメント
スキル

社会的スキル

ジョブ特有のスキル

感覚能力

精神運動能力

身体能力

増加する 変わらず 減少する

65% 27% 8%

63% 30% 7%

55% 39% 6%

52% 37% 10%

29% 57% 14%

53% 38% 8%

32% 56% 12%

18% 54% 28%

50% 43% 7%

54% 35% 12%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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す 19。さらにいうと、新しく創出されたジョブのほ
うが、サービス志向性があり、意義があり、社会
的で創造力、共感力、コミュニケーション力、複
雑な問題解決能力といった人間特有の能力を活用
できるようなものだそうです。例えば、営業マンは
Salesforceや Einstein といったAIツールを活用
することにより、自分自身は顧客への生身の人間と
してのコミュニケーションに集中することができる
ようになり、ヘルスケア分野の労働者は知能的な
機械の導入により患者とコミュニケーションをとる
時間を増やすことができています。
確かに、AIや自

動化の波が押し寄
せている中にも関
わらず、今年のグ
ローバル・ヒュー
マン・キャピタル・
トレンド調査の回
答者は、複雑な問
題解決能力（63%）、
認知能力（55%）、
社 会 的 ス キ ル
（52%）、プロセス
スキル（54%）と
いったヒューマン・
スキルの重要性は
将来的に増大して
いくであろうと回答
しています。
回答者の65%が
技術的なスキルの重要性も増大するだろうと感じて
いる一方で、研究によると機械を作ったり、インス
トールしたり、維持するといったことに必要な技術
的スキルは、労働力のほんのわずかな割合にとどま
るとのことです 20。この見方を裏付けるように、最
近の世界経済フォーラムの研究によると、次の10
年間に必要になってくるスキルトップ10には、クリ
ティカル・シンキング、創造力、人材を扱う能力な
どのヒューマン・スキルがランクインしています 21。
皮肉なことにほとんどの会社は、将来に備えてこ
のようなヒューマン・スキルを醸成・開発すること
に苦戦しています。人間が機械と隣り合わせで働く
ようになる時代に必要なスキルが何なのか、はっき
りと分かっているはずなのに、回答者の49%は、
それらを醸成する計画をまだ持っていないのです。
私たちは、これをヒューマン・キャピタル分野での
喫緊の課題であるとし、組織構造、企業風土、

キャリアオプション、パフォーマンス・マネジメント
の改革のために経営トップからのサポートが必要で
あると認識しています。
新たな機械を導入することによって、人間は置き
換えられてしまうというわけではなく、むしろ新た
なテクノロジーを有効活用できるように、求められ
るスキルや要件が変化していくことになります。こ
れによりもたらされる恩恵は、単にジョブが再設計
されることにとどまらず、「業務のアーキテクチャ
（work architecture）」について根本的に考え直
されることです。これを行うにはまずは業務（work）

を基本的な要素、例え
ば、アセスメント、生
産、問題解決、コミュ
ニケーション、監督な
どに分解していくことか
ら始まり、機械と人間
という新しいコンビが
それぞれの強みをどの
ように生かして、それ
ぞれの要素に貢献でき
るのかについて、分析
を行う必要があります。
ここであまり深く考え
ずに進めてしまうと、
企業にとってはテクノロ
ジーを有効活用するた
めに何が必要なスキル
なのかを見落としてし
まうリスクがあるだけ

でなく、単に人員削減を行う（実際に行ったか予定
しているかに関わらず）だけの会社というイメージ
がついてしまい、従業員や採用ブランドにダメージ
を与えてしまう可能性があります。
今後数年間、HRや企業経営者にとって最も大き

な課題のひとつは、今ある業務や現在の労働力の
構成の再設計になるでしょう。どの業務が自動化
可能なのか、どんなテクノロジーが使えるのか、人
間と機械をどのように組み合わせたら効率的に業務
をこなせるのか、といった根本的なことについて考
える必要があります 22。労働力開発、ラーニング、
キャリアモデルに関する新しく想像的な取り組みが
重要になってきます。おそらく最も大切なことは、
知能機械が台頭している時代においても、人間が
進んでやりたいと思えるような、意義のある仕事を
作ることになるでしょう。

人間が機械と隣り合わせで
働くようになる時代に 

必要なスキルが何なのか、 
はっきりと分かっているはず
なのに、回答者の49%は、 
それらを醸成する計画を 
まだ持っていないのです。
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まとめ
2018年以降、AI、ロボティクスなどの自動化ソリューションの導入と成熟の促進が期待される。
大手企業は、人間を「輪」に入れることに注力している。業務アーキテクチャの再考、人々の再ト
レーニング、組織の再設計においてテクノロジーを最大限活用し、ビジネスの改革を実現するのだ。
より大きな目的は、ルーチン作業やコストを削減することだけでなく、顧客にとっての価値創出や、
人々により意義のある仕事を提供することにある。

表1．AI、ロボティクス、自動化の有効活用のための経営陣の役割とは？ 各従業員はどのように取り組むべ
きか？

CHRO

自動化の新技術の導入により、従業員の人材開発やスキル再習得は継続しなけれ
ばならない。特に、クリティカル・シンキングや問題解決能力といった重要な
ヒューマンスキルに焦点を当てる必要がある。企業内を見渡し、プロバイダーとソ
リューションのより幅広いエコシステムに入り込んで、継続的学習を可能にするコ
ンテンツ、トレーニング・サポート、インフラストラクチャーにアクセスする。

CIO
イノベーションから取り残されないように、常に外部のマーケットをモニターでき
る方法を模索する。AI、ロボティクス、自動化のテクノロジーは進化のスピードが
速く、より大きな価値をもたらすイノベーションを特定し導入できるように ITがリー
ドする。

CFO

テクノロジーの進化のスピードは速く、イノベーションを呼び起こすためには投資
が必要だ。テクノロジー関連のビジネス事例のベースとなる典型的な賞味期限を
見直すことを検討する。既存のテクノロジーに対する投資に関して、バランスシー
トへの潜在的なマイナス影響を緩和したりなど、上手く金銭的影響を対処できるよ
う会社をサポートする。

COO

AI、ロボティクス、自動化を有効的に取り入れることが必要となる職場での新た
なオペレーションに関わる役割は何なのか考える。例えば、自動化の新たな用途
を見つけたり、現場での「ボット」の管理や、他の重要なタスクを行うように従業
員を指名する。これらの役割は、自動化が上手くまわるようにするためには重要で、
これらなしでは、自動化の潜在的な価値を最大限発揮することはできない。

CMO
自動化の促進による、外部に向けたブランドへの影響を管理する。内部的には、
自動化をマーケティングに有効に活用できるような分野はどんなものがあるのか
考える。

各従業員
自動化が高度に進んだ職場で活躍するために必要なスキルは何なのかを考える。
生涯学習の考え方を取り入れ、スキルを身に付ける機会を社外・社内で積極的に
探す。

Source: Deloitte analysis.
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新しいコミュニケーション・ツールは、核心
的な問題を企業に突き付けます。「これら
のツールは本当に生産性を高めているのだ

ろうか。むしろ、ひっきりなしのメッセージ、Eメー
ル、電話会議、チャットで仕事があふれているだけ
なのではないだろうか」と。ネットワーク型チーム
を中心に設計された組織への変化が、この質問に
新たな側面を生み出します。
昨年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・ト
レンド調査では、回答者の88%がよりフラットな、
ネットワーク型チームへと企業構造を変えており、
これが2017年の一番のトレンドでした。今年は、
むしろこのトレンドは組織の奥深いところまで及ん
でいます。2018年の調査では、回答者の91%が
自社の従業員は自分の領域外のプロジェクトに時
間を割いていると回答しており、35%がそれが恒
常的に発生していると回答しています。
数多くの新しいツールがこの傾向に拍車をかけて
おり、人々がより賢い方法で互いにコミュニケーショ
ンをとれるようになると唱えています。Cisco、
Microsoft、Facebook、Slack、Atlassianといっ
たトップのテクノロジー企業がこのマーケットに惹
きつけられ、新しいメッセージ、チャットやビデオ
会議システムを発表しています 1。

一方で今年のグローバル・ヒューマン・キャピタ
ル・トレンド調査では、これらの新しいツールは果
たして本当にビジネスのゴールと合致しているのか、
という懸念が色濃いことが浮き彫りになりました。
「新しい職場」の生産性について聞かれると、回答
者の47％が、それは重要な懸念事項である、と回
答しています。経済的な観点から見ても、労働力
生産性の伸び率が過去20年間で最低レベルであ
る現在、非常に重要となっています 2。

動き出した大きな変化
この変化は職場でのコミュニケーションにおいて
どのように展開しているのでしょうか。研究による
と、人々がプライベートでの生活で使うコミュニケー
ションの方法、習慣、ツールは、職場にも持ち込ま
れているようです。ショートメッセージサービス
（SMS）を思い浮かべてください。現在、私たちの
調査の74%の回答者が、プライベートのコミュニ
ケーションでSMSを使用しています。世界中で、
187億ものSMSが1日で飛び交っており、25-34歳
に至っては1日あたり75通以上受け取っています 3。

SMSが私生活の至るところに登場するようになっ

多種多様なコミュニケーション・ツールが数多く登場してきており、労働者がより効率的に、よ
り生産性高く働ける環境が整備されることが期待されています。この期待に応えるべく、賢い企
業は労働慣行、物理的な職場、リーダーシップ・アプローチを改革して、ネットワーク型チー
ムにおけるコネクティビティを強化することで生産性を高めることを確実にしようとしています。

ハイパーコネクテッドな職場
生産性へのインパクトとは？
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たのと同時に、職場においてもSMSの存在は当然
のものとなりました。そして回答者の32%が、今
後もSMSの利用は増加するだろうと答えています。
ソーシャルメディアやインスタント・メッセージと
いったツールも職場においては同様の道を辿るだろ
うといわれています。実際、2018年の調査の結果
ではその傾向が顕著に表れています。回答者の
44%が、対面でのミーティングは将来的には減っ
ていくだろうと答え、30%が電話やテキストメッ
セージの使用も減少するだろうと回答しています。
その代わりに、回答者の70%が、これからの従業
員はコラボレーション・プラットフォーム上でより多
くの時間を過ごすだろうと考えており、67%がビジ
ネス用ソーシャルメディアの発展を見込んでおり、
62%がインスタント・メッセージの増加を予測して
います。何かひとつのコミュニケーション方法が絶
対ということにはならず、職場環境では色々な種類

のコミュニケーション方法が共存することになるの
です。
加えて、AIを利用した新しいチームマネジメント

のツールも登場しています。最新のOffice 365、
G-Suite、Slackでは、ユーザーにどのドキュメン
トを参照したらよいのか、どのメッセージに返事を
したらよいのか、何が最も大切なのかの理解を補
助するAIの機能が搭載されています4。とあるHR
システムのプロバイダーは最近、AIを使って従業員
の心拍数を読み取り、その結果からマネージャー
にマネジメントスタイルのアドバイスを行うような商
品を導入しました。
これらの新しいコミュニケーション・ツールを良
い方向に活用することは可能です。世界でも大手の
ヘルスケア企業のMayo Clinicでは、テクノロジー
を駆使してチームワーク、情報共有、患者ケアを大
幅に向上させた実績があります 5。AskMayoEx-

物理的な会議は、バーチャル・コラボレーションに追い出される
対面式の会議や電話会議が減少の傾向にある一方、コラボレーション・プラットフォームが増加する。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,070
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．今後3～5年間で使用されるコミュニケーション方法

オンライン・
コラボレーション
プラットフォーム

ビジネス用
ソーシャルメディア

インスタント・
メッセージ
メッセージ・

アプリケーション
個人の

ソーシャルメディア

Eメール

SMS

電話／ボイスメール

対面の会議

増加する 変わらず 減少する

70% 26% 4%

67% 28% 6%

62% 32% 6%

33% 47% 20%

16% 40% 44%

50% 41% 9%

23% 48% 30%

32% 38% 30%

57% 36% 7%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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pertという携帯電話アプリを使い、医師
は診断、治療、原因、予防に関する情報
を他の専門医やネットワークから得ること
ができます。ユーザー同士で質問したり回
答することも可能で、すべての情報には、
トピック、部位、ケアプロセス、基本事実
などがタグ付けされています。この非常に
インタラクティブなシステムは今やかなり
普及しており、医師は1日10回以上専門
家にアクセスすることができています。
あるいはStarbucksの例を挙げてみま

しょう。FacebookのWorkplaceを導入し
て2、3カ月後には、Starbucksのショッ
プ・マネージャーたちはこのツールをかなり
使い込み、知識やベスト・プラクティスを共
有したり、お互いを助け合うようになっていました6。
同様に、WalmartもWorkplaceによって、言語の
壁を打ち壊したり、知識の共有を促進したり、
Hurricane Harvey（大型ハリケーン）などへの非
常時対応もできるようになったと述べています7。

取捨選択の重要性
2018年も新しく面白いツールがたくさん登場する
ことになりますが、どのツールを使用するのか、そ
してどのように使用するのかについて、経営側は重
要な選択をしなくてはなりません。逆にいうと、ど
のツールを使わないのか、という判断も重要となっ
てきます。
経営陣は、その企業、チーム、仕事に一番フィッ
トするツールは何なのかを、カルチャー、コミュニ
ケーションの速度、形式レベルなどといったさまざ
まな要素をもとに判断する必要があります。例えば、
いきなり全社でコラボレーション・ツールを導入し
てしまうことで良くなる会社もあれば、Eメールを
重要なコミュニケーションの手段として残しておく
ほうが良い会社もあります。どのツールを選ぶにせ
よ、個人の生産性とチームや企業の生産性が相反
しないように規準やガイドラインを作成することが
大切となってきます。
例を挙げると、Autodeskという3Dデザインと
エンジニアリング・ソフトウェアの大手のプロバイ
ダーでは、同じSlackというツールを85回も同社
内で導入しており、しかもそれぞれのチームごとで
使い方が異なっているということが判明しました。

それぞれのチーム
の満足度は高かった
ものの、ベスト・プ
ラクティスの共有やチーム間のコラ
ボレーションはできていない状態
でした 8。
そこでAutodeskのオープン・

ソース・プログラムとチーム・
ファシリテーションのディレク
ターであるGuy Martinは、「バ
ラバラなチームをひとつにまとめる」
ときが来た、と判断しました。同社
は、「オープンさを標準に」をスローガン
とし、85すべてのチームを説得して、それぞれの
チャンネルをひとつにまとめ、Slackの全社的な導
入を実施しました。
これにより、命名規則や使用に関するガイドライ
ンの作成が必要にはなりましたが、全社横断的な
コラボレーションは非常に強化されました。
今日、AutodeskのSlackには5,000以上のアク
ティブユーザーがいて、学習、オープン・コラボレー
ションや共有をよりポジティブなものにしています。
これらは「チームの集まり」から「チームのネット
ワーク」へ移行するためには必要な要素です 9。

コネクティビティとアクティビ
ティからチームワークと生産性へ
新しいツールやプログラムのまん延は凄まじいも
のがあります。今年の調査の回答者の半数（46%）
がバーチャル・ミーティングのソフトウェアを定期

経営陣は、その企業、チーム、仕
事に一番フィットするツールは何
なのかを、カルチャー、コミュニ
ケーションの速度、形式レベル
などといったさまざまな要素をも
とに判断する必要があります。
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的に使用し、30%がロケーション・ベースのテレビ
会議を使用しています。しかし、個々人のコミュニ
ケーション・ツールの利用の増加は、必ずしもチー
ムや企業の生産性の向上とイコールではありません。
実際、私たちの調査の回答者の71%が新しいツー
ルは「個人の」生産性を向上させたと感じているも
のの、47%は果たしてこれらのツールが全体の生
産性の向上に寄与しているのかは分からない、と
回答しています。
私たちの研究では、ネットワークでつながった現
代企業は、テクノロジー、物理的な空間のデザイン、
新たなリーダーシップ・アプローチ、新たな労働慣
行といったすべての要素が上手く組み合わさって初
めて生産性の向上というゴールが達成されることが
示唆されています。これを実現するにはHR、IT、
事業部が連携し、統合されてカスタマイズされた職
場環境を作り上げることが必要となっています。
順応性と柔軟性の高い職場は、生産性を高める
ための鍵のひとつです。例えば、ING Bankと
Atlassianのアジャイルなチームは、プロジェクト・
プラン、共通ゴール、プロジェクト・ステータスを
表示する大きなホワイトボードのある共同利用の職

場で働いています 10。
Skypeのようなソフトウェアの企業では、従業員

に個室パーテーションを提供するだけでなく、グル
メなカフェテリア、静かな部屋、そしてナップポッド
という昼寝用のマシンまでも導入しています 11。こ
のような物理的空間を上手に配置することにより、
従業員の共同作業が促進されることもあれば、必
要に応じてひとりでの作業もはかどるようになり、
素早くプロジェクトでコラボレーションができるよ
うになっています。
個人の生産性とテクノロジー・ツールを別々に考
えている状態から一歩進むことが、企業の成功の
ためには不可欠です。効率的なコラボレーションと
生産性を実現するためには、カルチャー、リーダー
シップ、インセンティブの効果的な組み合わせが必
要となっています。これを行うためには、HRは IT
と協業し、チームマネジメント、目標設定、人材開
発における専門性を発揮して、コネクティビティ技
術に関するツールを生産的に、シンプルに、エン
ゲージメントを高めるように使いこなせるような仕
組みづくりを行っていかねばなりません。

まとめ
多くの企業は、新しいコミュニケーション・ツールと企業の目標がうまく連動しなくなる可能性につ
いて懸念している。個々人のコネクティビティを企業全体の生産性につなげるために、多くの企業
ではこれまでの慣行、職場、リーダーシップスタイルを改革し、これらのツールの力を最大限活用
し、潜在的な負の影響を軽減しようと努めている。
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表1．ハイパーコネクテッドな職場を管理するための経営陣の役割とは？ 各従業員はどのように取り組むべ
きか？

CHRO

テクノロジーにとどまらず、コラボレーションやコミュニケーションのプラットフォー
ムを使うための計画的な戦略を策定する。その際にどんなツールを使用するかの
みを考えるのではなく、それらのツールを有効に活用するために職場をどのように
設計したらよいのかを考える。これは物理的な職場の配置や、マネジメント・テ
クニックや、報酬形態、インセンティブを調整することによって、従業員が利用す
るツールに関する活用方法を具体化することも含まれる。

CIO

現在企業内にどんなコラボレーション・プラットフォームが存在するのかを棚卸し
する。職場でのコネクティビティが向上するような戦略を練る。その際、システム
やアプリが重複しないように注意し、人々がどのようにインタラクトし、エンゲー
ジし、コラボレートしているのかのデータ化や洞察ができるようなプラットフォー
ムを提供する。このようなデータは企業の生産性向上のために非常に役立つもの
になる。

CRO

職場でコラボレーション・ツールやソーシャル・ツールを使用する際に必要なリス
ク・ポリシーを策定する。例えば、ソーシャル・ツールでシェアしてよい情報、個
人のEメールや電話でシェアしてよい情報の線引きなど。従業員に対し、コラボ
レーション・ツールやソーシャル・ツールを使用するにあたってのプライバシーや
他のリスクに関する研修の実施を検討する。

COO 順応と生産性向上のために、日々の仕事のプロセスにコラボレーション・ツール
をどのように導入したらよいか検討する。

各従業員

自分自身の生産性を高めるためには、どのようにコラボレーション・ツールを使
用したらよいか、考える。また、コラボレーション・ツールに振り回されないよう
に気を付ける。内部のソーシャル・グループに定期的にポストをしているか？より
頻繁に、より効率的にコラボレーションを行えているか？これらのツールを有効に
活用することは、自分のネットワークを広げ、自分の専門性をより広くシェアする
ことができ、自分自身が達成したことを他の人に宣伝することもでき、自分自身の
ブランド価値を高めることにつながる。

Source: Deloitte analysis. 
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ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



従業員データを、分析・予想・パフォーマン
ス向上のために使用する実例や重要性は、
ここ2、3年の間で爆発的に増えており、

しかもさらに伸びるという見込みがあります。2018
年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド
調査では、回答者の84%がピープル・アナリティ
クスを重要、あるいは非常に重要であると回答して
おり、重要性においては2番目に高いトレンドとな
りました。
なぜこの波が来ているのでしょうか。私たちは、
以下3つの環境の変化がピープル・アナリティクス
を促進していると考えています。
・生産性や従業員のエンゲージメントといった労働
力に関する事項と同様に、ダイバーシティ、男女
間賃金格差などの社会問題の重要性が高まり、
従業員をどのようにリードし、管理すべきかが
CEOレベルの問題となってきたこと。
・ピープル・アナリティクス分野における巨額のHR
投資により、新たなデータソースが多くもたらさ
れたこと。（私たちの調査によると、回答者の
70%以上が、データを分析・統合し、経営判断
に活用するためのプロジェクトを推進中です。）

・従業員データ保護に対する、企業の不安が高まっ
てきていること。（今年の調査では、この課題に
既に準備万端であると回答した企業はわずか
10%にとどまりました。）

ますます大きくなる 
ピープルデータの力
もう何年も前から予言されていたピープルデータ
革命が、ようやく起こりました。69%もの企業が、
従業員に関するデータを分析するための統合システ
ムを構築している最中で、17%の企業が雪崩のよう
な量の数字を効率よく新しい方法で処理するための
リアルタイム・ダッシュボードを既に導入済みです 1。
Bersinのピープル・アナリティクス成熟度モデルに
おいてレベル3と4に達している企業のうち2、90%
が正確でタイムリーなデータを所持しており、95%
がデータセキュリティポリシーを策定しています。
これらのリーディング・カンパニーは、ピープルデー
タを色々なソースからモニタリングしており、ソー
シャルメディア（17%）、サーベイ（76%）、HRシス

ピープル・アナリティクスの領域は成長が著しく、人材の採用、管理、維持、最適化の質の向
上に寄与しています。企業は従業員の個人情報やビジネス情報をより多く集めるようになりまし
たが、それによりデータ・セキュリティ、透明性、同意の獲得などに関するリスクや倫理的な問
題に対処する必要が出てきています。企業は今や、堅牢なセキュリティセーフガード、透明性に
関する施策、ピープルデータの取り扱いに関するコミュニケーションなどを整備する必要があり、
さもないと従業員のプライバシーに関する懸念を引き起こし、データ濫用に対する反発を招く
可能性があります。

ピープルデータ
どこまでが許容範囲か？
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テムやファイナンスシステムから得られた統合データ
（87%）といった内訳になっています 3。クリエイティ
ブな企業では、これらの豊富な情報源を採掘して、
包括的な「従業員に耳を傾ける仕組み」を作ろうと
しています。エンプロイー・エクスペリエンスや、昇
進、キャリア・モビリティ、評価などのデータに関
して新しい洞察を行うのが狙いです。
今や、音声コミュニケーション、従業員同士の対
話、動画面接などから得られる、めまいがするほ
どの量のデータをトラックして分析することが、高
度なアナリティクスによって可能となっています。
従業員のEメールに含まれる感情ですら測定し、モ
ニターすることが可能な時代なのです4。Eメールの
やりとりを解析することにより従業員のストレスレ
ベルをモニターし、不正行為、濫用行為、不適切
なマネジメントなどを検知するマネジメント組織
ネットワーク分析（ONA）ソフトウェアを提供して
いるベンダーもいくつか存在しています。また従業
員のフィードバックやパフォーマンスの分析により、
経営課題の特定や上司別のコーチングに関するアド
バイスを送信したり、コミュニケーションの内容や
人間関係から、役職や役割に関係なく、ナレッジ・
マネジメントのキー人材、特定領域における専門家、
企業内インフルエンサーを特定するようなONA
ツールも存在しています 5。

上昇する報酬、上昇するリスク
分析ツールにより、多様なことが可能になってい
ます。しかし、明白なメリットを目の前にして、経
営者の多くは、潜在的な重大リスクを認識すること
に後れを取っている、あるいは渋っているといえま
す。ピープルデータの使用に関して、企業は転換点
を迎えており、許容範囲を超えた企業は、従業員、

顧客、社会からの強い反発にあう恐れがあるので
す。
確かに、データを所持するだけでリスクであると
認識している企業も存在はしています。これは欧州
連合（EU）や他の国で定められている規則の前提
にもなっており、必要な処理のために関係がなく
なったデータは直ちに消去しなくてはならず、さも
なくばそれを保持することによるさまざまなリスク
に直面することになります。新たに2018年5月か
ら適用が開始されたEUの一般データ保護規則
（GDPR）は、この考え方を拡大し、「個人の権利
と自由を高いリスクにさらす可能性のある」データ
をハイリスク・データとして定義し、そのため保護
レベルをさらに上げなくてはならない、といった内
容になっています 6。民間セクターはデータ・プライ
バシー規則を強化する方向へ、後れを取らずに前
向きな努力を行う必要があります。GDPR規則に
違反した企業は、最大2,000万ユーロの制裁金が
課せられることになり、企業にとってデータ保護に
真剣に取り組む原動力となっています7。
最も喫緊のリスクは何でしょうか。私たちの

2018年の調査から、いくつか重要な考察が得られ
ました。回答者の64%が自社の従業員データに関
する法的責任に対して積極的に動いていると回答し
ました。また、回答者の60%がデータの使い道に
ついて従業員がどう思うかを気にしていると回答し
ています。しかしながら、これらのリスクが消費者
ブランドに及ぼす影響まで考慮し対処していると回
答したのは25%にとどまりました。
従業員のプライバシーに関する恐怖
は正当化されてきています。企業が集
めた膨大な量のデータ以上に、
量に関わらずセンシティブ・
データの保有自

ピープルデータの使用に関して、
企業は転換点を迎えており、
許容範囲を超えた企業は、従業員、顧客、社会からの

強い反発にあう恐れがあるのです。
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体がリスクなのです。例えば、とある会社では、従
業員がオフィスで過ごす時間を計測するために、体
温感知器をデスクに導入しましたが、これに対して
従業員が激怒して上司に不満を訴え、メディアにも
あまり聞こえの良くない話をリークする騒ぎになり
ました。
多くの従業員は、センシティブ・データが高度の
サイバー攻撃に脆弱なのではと恐れているのです。
というのも、企業の75%がデータ・セキュリティの
必要性を認識している一方で、従業員のデータをき
ちんと守れるようなセーフガードを持っているのは
わずか22%なのです 8。研究によると、ピープル
データをリスクにさらしてまで活用することは考え
ていない企業の30%は、データ・ガバナンス体制
がまったくできていないとのことです 9。

AI、アルゴリズム、 
機械主導の決定
データ・セキュリティは前から存在するリスクで
すが、新しいリスクも出てきています。アルゴリズ
ムや機械主導の決定は、元となるデータやアルゴリ
ズムそのものの欠陥により、偏見を残してしまう可
能性があると懸念する専門家もいます。このような
タイプのリスクの潜在性について理解することは、
偏見が企業の採用や昇進プロセスに浸透してしま
うことを防ぐためにとても重要になってきます。
ピープルデータとアルゴリズムに基づいた人工知
能（AI）の組み合わせは、このような懸念を新しい
レベルにまで引き上げてきました。なぜウェブ・ブ
ラウザにこんな広告が表示されるのかが分からな

ピープルデータの消費者ブランドに対するリスク：盲点かもしれない？
ピープルデータを活用する段階になると、従業員視点や法的責任に関するリスク・マネジメントを活発に行
う企業が多いなか、消費者ブランドに対する潜在的な影響についてのリスク・マネジメントを行っているの
は25%にとどまっている。

Deloitte Insights | deloitte.com/insights
n = 11,069
Source: Deloitte Global Human Capital Trends survey, 2018.

図1．HRデータのリスクレバーの管理

法的責任 個人データ使用に
関する従業員同意

採用ブランド 金銭的
コスト

競合リスク 消費者
ブランド

HRデータの漏洩により影響を受ける可能性のある領域別の、
積極的なリスク管理を実施している企業の割合

64%
60%

46%
42%

34%

25%

グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンドアプリ（英語）でさらに詳しいデータをご参照ください。
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いのと同じように、経営者たちは「データ主導の決
定」が必ずしも理解可能で、正確で、良いもので
あるとは限らない、と気付き始めています。

FacebookやTwitterといった進んだテクノロジー
会社でさえ、人間不在のAIは「愚か」だとしていま
す 10。それを裏付けるように、これらの会社は、AI
ベースのSNSや広告のアルゴリズムのモニターのた
めに、何千人もの従業員を雇っています 11。「機械
の」決定が正当で偏見のかからないものになるよう
に、HR組織は厳正である必要があるのです。
テクノロジー会社の大手は、これらの問題解決
のための投資を増やしている傾向にあります。最近、
データ・エキスパートで構成されるPartnership 
on AI to Benefit People and Societyというコン
ソーシアムが結成され、Amazon、Apple、12 

Facebook、Google、IBM、Microsoftといった
企業が出資しています。このグループは、AIテクノ
ロジーを研究し、先進事例を研究・説明することに
より、AIに対する一般の理解を促進するとともに、
AIと、AIの人と社会に与える影響についての議論や
取り決めを行うためのオープン・プラットフォームと
しての役割を期待され、設立されました13。また、
IBMのCEOのGinny Romettiは、データやAIの
使用に関する倫理的な原則を発表しています 14。

転換点の向こう側まで 
行き過ぎないように
潜在的なリスクはあるものの、ピープル・アナリ
ティクスには「放棄するにはあまりにももったいな
い」と企業に思わせる明るい未来があります。例え
ば、GE、Visa、IBMといった会社は「ハイパフォー
マーになりきれていない社員」を特定して研修を促
すような分析ツールを開発しています 15。GEのHR
分析チームは、「従業員の異動歴と仕事の関連性」
の記録を活用し、従業員の所属や場所に関わらず、
社内に潜在している新たなキャリアを探せるように
しています 16。生産性を高めるために、Hitachi 
Data Systemsは、従業員の幸福度とパフォーマ

ンスに寄与する行動を特定するためのスマート・
バッジを導入し、職場やチームの再編成にデータ
を活用しています 17。
私たちは、従業員データを最大限活用できるよ
うなスマートツールの爆発的な成長を予測していま
す。データの収集、保管、使用に関するリスクは、
効果的に管理できるはずであり、するべきです。匿
名化や暗号化といった戦略を用いることによって、
企業はピープルデータを有効に活用することができ、
あらゆる個人情報の保管や処理に関するリスクに
対処することもできるのです。

企業の安全な体質づくり
ピープルデータや分析結果を活用している会社や、
これらのサービスを提供するベンダーにとって、関
連するリスクに対処するために、堅牢なポリシー、
セキュリティ、透明性、オープンなコミュニケーショ
ンが必要であることは明白になっています。これら
の要素は、ピープルデータの使用に伴う、情報漏
洩、エラー、濫用を防ぐ健全な組織体系作りに寄
与するはずです。
ピープルデータ分析のリスク管理において、個人
情報が存在するすべての場所を把握しておくことが
重要となります。どのシステムからどのシステムへ
個人情報が流れていくのかをマッピングし、特に分
析エンジンに接続されているシステムを使っている
場合、透明性の確立と適切な保護システムの導入
が必要不可欠です。発見ツール、マッピングツー
ル、分類ツールを活用することにより、構造データ
と非構造データを分類することも可能になります。
リーディング・カンパニーの IT、HR、法務はデー
タリスクと企業の取るべき措置について最善策を協
議しています。これらの会社では、明確なポリシー
やコミュニケーションにより、収集されているデー
タやその用途を従業員に説明しています。これによ
り、従業員は同意したステークホルダーとして、自
身の仕事とキャリアのためにピープル・アナリティク
スの恩恵を理解し、支持するようになるのです。
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まとめ
企業は従業員データの収集と使用を促進することについて、メリットとデメリットを理解しなくては
ならない。データの収集と使用は善意により行われていることがほとんどだが、データの山は重大
なリスクにもなり得る。データの質、データ・セキュリティ、機械主導の判断について、企業は慎
重になる必要がある。HRにとっては比較的新しい課題ではあるが、早くも、そしてなるべくしてトッ
ププライオリティになりつつある。

表1．ピープルデータを最大限に活用するための経営陣の役割とは？ 各従業員はどのように取り組むべきか？

CHRO

HR、IT、リスク部門との間の協働をより密にし、有用で安全で透明性のあるピー
プルデータ戦略の策定と発信を行う。データを最大限に有効活用して従業員に関
する有用な考察を得られるようにするのと同時に、ブランドに対するダメージや法
的な問題に関するリスクを最小限に抑えるよう、双方の限界に挑む戦略にするべ
きである。未実施の場合、ピープルデータに関する契約を従業員と交わし、デー
タがどのように使われるのかを明らかにしておく。

CIO
社内、社外におけるピープルデータの流れを理解し、適切なセキュリティや ITコン
トロールを導入することにより、データ漏洩のリスクを効率的に管理する。サイバー
リスクの進化の速さを鑑みるに、常時のモニタリングやイノベーションがキーとな
る領域である。

COO
自動化によって意思決定がなされているところはどこなのかを、プロアクティブに
レビューし、「人間を輪に入れる」ことにより、特に重要なオペレーション・プロ
セスにおいて正しい判断がなされるようにする。

CRO
常に関わっておく必要がある。企業においてこのポジションは、ピープルデータ
関連のリスク、適切なプロテクションの導入、規制変更対応、潜在的なプライバ
シー問題の特定などにおいて、中心的役割を果たす。

CMO
企業のデータ処理に対する従業員と顧客両方の感情を常にモニターする。ピープ
ルデータはブランドに対して負の影響を与える可能性があり、ブランドにダメージ
を与える前にポリシーやアクションの変更に関する洞察を提供することが大切と
なってくる。

各従業員
潜在的なメリットと、プライバシーの懸念の両方を考慮し、企業に共有しても良い
と感じられるデータは何なのかを決める。自分のSNSのプロフィールをモニターし、
自分の個人データを守って、自分のデータが自分の希望どおりに提示されるよう
にしておく。

Source: Deloitte analysis.

93

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



1.	 Bersin, Deloitte Consulting LLP, High-impact people analytics research, 2017.

2.	 Madhura Chakrabarti, The people analytics maturity model, Bersin, Deloitte Consulting LLP, 2017.

3.	 Madhura Chakrabarti, Seven top findings for driving high-impact people analytics, Bersin, Deloitte Consulting LLP, 
2017.

4.	 Bersin, Deloitte Consulting LLP, Predictions for 2018: Embracing radical transparency, 2018.

5.	 Josh Bersin, conversations with vendor executives.

6.	 The General Data Protection Regulation (GDPR) is a regulation by which the European Parliament, the Council 
of the European Union, and the European Commission intend to strengthen and unify data protection for all 
individuals within the European Union (EU). It also addresses the export of personal data outside the EU. EU 
Publications, “Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27 April 2016 on the 
protection of natural persons with regard to the processing of personal data and on the free movement of such 
data, and repealing Directive 95/46/EC (General Data Protection Regulation),” accessed March 8, 2018.

7.	 Cheryl O’Neill, “GDPR Series, part 4: The penalties for non-compliance,” Imperva, March 14, 2017.

8.	 Bersin, Deloitte Consulting LLP, High-impact people analytics research, 2017.

9.	 Mary Young and Patti Phillips, Big data doesn’t mean ‘Big Brother’: Employee trust and the next generation of human 
capital analytics, The Conference Board, 2016.

10.	 Christopher Mims, “Without humans, artificial intelligence is still pretty stupid,” Wall Street Journal, November 12, 
2017.

11.	 Ibid.; Todd Spangler, “Mark Zuckerberg: Facebook will hire 3,000 staffers to review violent content, hate speech,” 
Variety, May 3, 2017; Benjamin Mullen, “Twitter is hiring people with ‘newsroom backgrounds’ as real-time  
curators,” Poynter, June 18, 2015.

12.	 Global Human Capital Trends 2018 is an independent publication and has not been authorized, sponsored, or 
otherwise approved by Apple Inc.

13.	 Partnership on AI to Benefit People and Society, “Goals,” accessed March 8, 2018.

14.	 Larry Dignan, “IBM’s Rometty lays out AI considerations, ethical principles,” ZDNet, January 17, 2017.

15.	 Andrew McIlvaine, “GE is reinventing talent management,” Human Resource Executive, September 14, 2017.

16.	 Josh Bersin, conversations with GE executives, November 2017.

17.	 Josh Bersin, conversations with Hitachi executives; AI Business, “Hitachi developing AI to improve workforce 
efficiencies,” September 28, 2015.

ENDNOTES

94

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



ANTHONY ABBATIELLO
Deloitte Consulting LLP  |  aabbatiello@deloitte.com

Anthony Abbatiello, a principal in Deloitte Consulting LLP, is the Human Capital practice’s 
Digital leader. He specializes in digital transformation, leadership development, organi-
zation transformation, and HR strategy. He serves global clients across industries as a 
senior advisor to help them activate their digital organizations, develop senior leaders, 
and create innovative talent and HR strategies.

DIMPLE AGARWAL 
Deloitte MCS Limited   |  dagarwal@deloitte.co.uk  

Dimple Agarwal is the global leader of Organization Transformation and Talent for De-
loitte’s Human Capital practice, and also leads Deloitte Consulting’s own talent agenda 
in the United Kingdom. She consults at the C-suite level on operating models and orga-
nizational design, HR and talent strategies, leadership strategies and development, and 
major transformation programs in the space of M&A, culture, and digital. In her 23 years 
of consulting, she has worked in the United Kingdom as well as in many Asian, African, 
and European countries. Agarwal holds a bachelor’s degree in psychology and a master’s 
degree in human resources.

JOSH BERSIN
Deloitte Consulting LLP  | jbersin@deloitte.com  

Josh Bersin founded Bersin & Associates, now Bersin, in 2001 to provide research and ad-
visory services focused on corporate learning. A frequent speaker at industry events and 
a popular blogger, he has been named one of HR’s top influencers by multiple commen-
tators. Bersin spent 25 years in product development, product management, marketing, 
and sales of e-learning and other enterprise technologies. He has a BS in engineering 
from Cornell, an MS in engineering from Stanford, and an MBA from the Haas School of 
Business at the University of California, Berkeley.

GAURAV LAHIRI
Deloitte India  |  gauravlahiri@deloitte.com  

Gaurav Lahiri leads Deloitte India’s Human Capital consulting practice. He works with 
clients to align their organizations with their strategic agenda, including reviewing strate-
gies, designing organization structures, implementing talent management programs, and  
formulating reward strategies to drive performance and motivation. Lahiri co-authored 
the 2007 book The Indian CEO: A Portrait of Excellence and has authored several papers on 
post-merger integration and change management. He graduated with honors in math-
ematics from Delhi University and holds an MBA from the XLRI School of Management.

AUTHORS

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



JEFF SCHWARTZ
Deloitte Consulting LLP  |  jeffschwartz@deloitte.com 

Jeff Schwartz, a principal with Deloitte Consulting LLP, is Deloitte’s global leader for Hu-
man Capital Marketing, Eminence, and Brand and the US leader for the Future of Work. 
He is the US leader of the Innovation Tech Terminal (ITT), linking the Israeli start-up eco-
system with global clients. Schwartz is an advisor to senior business leaders at global 
companies, focusing on business transformation, organization, HR, talent, and leader-
ship. He has lived and worked in the United States, Russia, Belgium, Kenya, Nepal, Sri 
Lanka, and India, and was based in Delhi and Mumbai from 2011 to 2016. He launched 
Deloitte’s Global Human Capital Trends research in 2011. Schwartz has an MBA from the 
Yale School of Management and an MPA from Princeton’s Woodrow Wilson School of 
Public and International Affairs.

ERICA VOLINI
Deloitte Consulting LLP  |  evolini@deloitte.com 

Erica Volini is the US Human Capital leader for Deloitte Consulting. Throughout her 20-
year career, Volini has worked with some of the world’s leading organizations to link their 
business and human capital strategies. She is a frequent speaker on how market trends 
are impacting HR organizations and the HR profession as a whole. Within Deloitte, she 
is a member of Deloitte Consulting’s management committee. Volini has a bachelor of 
science in industrial and labor relations from Cornell University.

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



HUMAN CAPITAL JAPAN LEADERS

執行役員　パートナー　浜田 健二（Kenji Hamada）

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社　ヒューマンキャピタルディビジョン責任者
デロイト トーマツグループ　執行役　人事・タレント担当　CHRO
大手製造業、外資系コンサルティング会社等を経て、現職。20年以上にわたり一貫して、組
織・人事関連のコンサルティング業務に従事。近年は、デロイト トーマツ グループの人事制
度等の統合・改革を推進。

執行役員　パートナー　岡本 努（Tsutomu Okamoto）

組織、人材変革コンサルティング領域の事業責任者
人員・人件費計画策定および最適化マネジメントのほか、働き方改革、ダイバーシティ推進、
組織風土改革、組織・人事戦略策定、人事制度設計、グループ人事管理体系設計、業績評価
制度設計、BPR実行サポート等、組織・経営管理・人事・プロセス領域に関わるコンサルティ
ングを幅広く手がけている。主な著書に『要員・人件費の戦略的マネジメント』（労務行政）
がある。

執行役員　パートナー　古澤 哲也（Tetsuya Furusawa）

組織・人材コンサルティング歴15年以上。国内外の企業のさまざまな経営課題を組織・人事
面から解決する業務に従事。特に、経営・事業戦略をグローバルに推進するためのグローバ
ル人事戦略の立案、各種人事基盤の設計から組織風土改革までをトータルに支援する経験が
豊富。主な著書に、『MOTリーダー育成法』（中央経済社）、『変革を先取りする技術経営』（共
著・企業研究会）等

執行役員　パートナー　村中 靖（Yasushi Muranaka）

M&A/組織再編人事領域の事業責任者
HRデューデリジェンス、経営幹部のリテンション等を含むPMI（Post Merger 
Integration）、組織再編人事や、経営幹部報酬、指名報酬委員会に係るアドバイザリー等に
携わる。著書に『MBA人材マネジメント戦略』（TAC出版）、『戦略的な役員報酬改革』（税務
経理出版）、『コーポレートガバナンスの全て』（共著、日本実業出版社）、『取締役・監査役の
トレーニング』（共著、別冊商事法務）等がある。

執行役員　パートナー　小野 隆（Takashi Ono）

HR Transformation領域の事業責任者
人事・総務領域の機能・組織・業務・人材の変革について、HRテクノロジー、デジタルHR、
BPR、RPA、チェンジマネジメント等の観点から支援している。グループ組織再編・M&Aに
おけるグループ人材マネジメント、人事PMI、SSC設立等において豊富な経験を持つ。
人材流動化研究会（Talent Mobility Lab）の事務局を担う。

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆



執行役員　パートナー　降矢 直人（Naoto Furiya）

十数年にわたり、欧米、東南アジア、中国等において、日系企業が現地で勝ち抜くための組
織、人材マネジメント強化を中心に支援。組織再編から現地幹部の育成と現地化促進、要
員・人件費管理の適正化、競争力のある人事制度の設計、労務・職場管理等を幅広く手掛け
ている。2014年より中国に出向。

執行役員　ディレクター　山本 成一（Seiichi Yamamoto）

“「人・組織」に求められる「能力」が激変している”という社会の大きな変化を研究している。
変化の背景（デジタル化・グローバル化・マシン化）や、これから必要な能力とその開発方法
に関するシンプルなメソッドの検討・開発を行っている。ご関心をお持ちの方と広く議論でき
れば幸いである。

執行役員　ディレクター　正田 平八郎（Heihachiro Shoda）

日本企業本社主導による人事グローバル化支援に長年従事している。また、滞米20年以上に
わたる経験を活かし、米国を中心とした米州各国における日系進出企業の人事・組織領域に
おけるアドバイザリーサービスを提供している。報酬、ベネフィット、タレントマネジメント、
チェンジマネジメント、人事組織機能デザイン、M&A分野で豊富な経験を持つ。

執行役員　ディレクター　弦田 信一郎（Shinichiro Tsuruta）

20年以上にわたり、人事制度改革・システム導入を始めとした多数の人事関連コンサルティン
グに従事。業務知識を活かした人事業務コンサルティング、またプロジェクトマネジャーとし
て、人事・給与のERPパッケージシステムやタレントマネジメントシステムなどの構想策定、適
合性評価から設計・開発・テスト・サービスイン・運用保守までのシステム・コンサルティング
経験が豊富。

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



GLOBAL HUMAN CAPITAL LEADERS

HUMAN CAPITAL COUNTRY LEADERS

Global Human Capital leader 
Brett Walsh
Deloitte MCS Limited
bcwalsh@deloitte.co.uk

Global Human Capital leader, Marketing, 
Eminence, and Brand 
Jeff Schwartz 
Deloitte Consulting LLP 
jeffschwartz@deloitte.com 

Global Human Capital leader, Future of Work 
Heather Stockton 
Deloitte Canada
hstockton@deloitte.ca

Global Employment Services leader 
Nichola Holt
Deloitte Tax LLP
nicholt@deloitte.com

Global Organization Transformation  
and Talent leader 
Dimple Agarwal
Deloitte MCS Limited
dagarwal@deloitte.co.uk

Global HR Transformation leader 
Michael Stephan
Deloitte Consulting LLP
mstephan@deloitte.com 

Global Actuarial, Rewards, and Analytics 
leader 
Darryl Wagner
Deloitte Consulting LLP
dawagner@deloitte.com 

Americas
Verónica Melián
Deloitte SC
vmelian@deloitte.com

United States
Erica Volini
Deloitte Consulting LLP
evolini@deloitte.com 

Canada
Jeff Moir
Deloitte Canada
jmoir@deloitte.ca

Argentina
Maria Soledad Ruilopez
Deloitte & Co. SA
sruilopez@deloitte.com

AMERICAS

Brazil
Roberta Yoshida
Deloitte Consultores
royoshida@deloitte.com

Chile
Marcel Villegas
Deloitte Audit y Consult.
marvillegas@deloitte.com

Colombia and Peru
Alejandra D’Agostino
Deloitte & Touche SRL
aldagostino@deloitte.com

Costa Rica
Sofia Calderon
Deloitte & Touche SA
socalderon@deloitte.com

100

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆

mailto:dawagner%40deloitte.com?subject=
mailto:evolini%40deloitte.com?subject=
mailto:JMOIR%40deloitte.ca?subject=
mailto:royoshida%40deloitte.com?subject=
mailto:aldagostino%40deloitte.com?subject=


Dutch Caribbean
Maghalie van der Bunt
Deloitte Dutch Caribbean
mvanderbunt@deloitte.com

Ecuador
Roberto Estrada
Andeanecuador Consultores
restrada@deloitte.com

Mexico
Tomas Fernandez 
Deloitte Consulting Mexico
tofernandez@deloittemx.com

Panama
Jessika Malek
Deloitte Consultores
jmalek@deloitte.com

Uruguay, LATCO
Verónica Melián
Deloitte SC
vmelian@deloitte.com

AMERICAS (CONT.)

Asia Pacific & China
Jungle Wong
Deloitte Consulting (Shanghai) Co. Ltd,  
Beijing Branch
junglewong@deloitte.com.cn

Australia
David Brown
Deloitte Touche Tohmatsu
davidbrown@deloitte.com.au

India
Gaurav Lahiri
Deloitte India
gauravlahiri@deloitte.com

Japan
Kenji Hamada
Deloitte Tohmatsu Consulting Co. Ltd
kehamada@tohmatsu.co.jp

ASIA PACIFIC

Korea
Eric Seok Hoon Yang 
Deloitte Consulting
seoyang@deloitte.com

New Zealand
Hamish Wilson
Deloitte
hawilson@deloitte.co.nz

Southeast Asia
Mark Maclean
Deloitte Consulting Pte Ltd
mmaclean@deloitte.com

EUROPE, MIDDLE EAST, AND AFRICA

EMEA
Ardie Van Berkel
Deloitte Consulting BV
avanberkel@deloitte.nl

United Kingdom
Anne-Marie Malley
Deloitte MCS Limited
amalley@deloitte.co.uk

Africa
Pam Maharaj
Deloitte Consulting Pty
pammaharaj@deloitte.co.za

Austria
Christian Havranek
Deloitte Austria
chavranek@deloitte.at

Belgium
Yves van Durme
Deloitte Consulting
yvandurme@deloitte.com

CIS
Gulfia Ayupova
CJSC Deloitte & Touche CIS
gayupova@deloitte.ru

Cyprus
George Pantelides
Deloitte Ltd
gpantelides@deloitte.com

101

2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド

mailto:gauravlahiri%40deloitte.com?subject=


Denmark and Nordics
Filip Gilbert
Deloitte Denmark
fgilbert@deloitte.dk

Finland
Eva Tuominen
Deloitte Oy
eva.tuominen@deloitte.fi

France
Philippe Burger
Deloitte Conseil
phburger@deloitte.fr

Germany
Udo Bohdal-Spiegelhoff
Deloitte Consulting GmbH
ubohdal@deloitte.de

Ireland
Valarie Daunt
Deloitte & Touche
vdaunt@deloitte.ie

Israel
Maya Barlev
Brightman Almagor Zohar & Co.
mbarlev@deloitte.co.il

Italy
Lorenzo Manganini
Deloitte Consulting SRL
lmanganini@deloitte.it

Kenya
George Hapisu
Deloitte Consulting Ltd
ghapisu@deloitte.co.ke

Luxembourg
Basil Sommerfeld
Deloitte Tax & Consulting
bsommerfeld@deloitte.lu

Middle East
Ghassan Turqieh
Deloitte & Touche (ME)
gturqieh@deloitte.com

EUROPE, MIDDLE EAST, AND AFRICA (CONT.)

Netherlands
Petra Tito
Deloitte Consulting BV
ptito@deloitte.nl

Norway
Eva Gjovikli
Deloitte AS
egjovikli@deloitte.no

Poland
Michał Olbrychowski
Deloitte Business Consulting SA
molbrychowski@deloittece.com

Portugal
José Subtil
Deloitte Consultores SA
jsubtil@deloitte.pt

Spain
Joan Pere Salom
Deloitte Advisory SL
josalom@deloitte.es

Sweden
Victor Kotnik
Deloitte Sweden
vkotnik@deloitte.se

Switzerland
Myriam Denk
Deloitte Consulting Switzerland
mydenk@deloitte.ch

Turkey
Cem Cezgin
Deloitte Turkey
ccezgin@deloitte.com

102

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆

mailto:eva.tuominen%40deloitte.fi?subject=


Deloitte’s Human Capital professionals leverage research, analytics, and industry insights to help 
design and execute the HR, talent, leadership, organization, and change programs that enable 
business performance through people performance. Visit www2.deloitte.com/jp/human-capital-
management to learn more.

COVER AND CHAPTER ILLUSTRATIONS BY TRACI DABERKO

Experience Deloitte’s 
Global Human Capital Trends like never 

before. Access the new HC Trends 
app featuring exclusive content.

ACKNOWLEDGEMENTS
The creation of Deloitte’s 2018 Global Human Capital Trends report was a team effort involving many 
practitioners from around the globe. The report leverages not only the results of our survey of more than 
11,000 business and HR leaders, but also the insights from our many Human Capital partners from their 
interactions with business and HR leaders throughout the year. 

We would not have been able to produce this report without the energy of our dedicated team:

Julia Epstein and Julie May, who helped to lead this program from the US and Global, and their team of 
Daniel Baicker, Tracy Martin, and Joycelyn Finley, who coordinated and executed all of the program 
initiatives and worked tirelessly with our global team.

Amy Farner, who led a flawless data design and analysis effort that generated our largest response in 
history. Her guidance and coaching was unwavering and we are forever grateful. Shivank Gupta and 
Mukta Goyal for their efforts on the survey and analytics, together with their colleagues: Udita Arora, 
Ushasi Bandyopadhyay, Archana Bhatt, Saylee Bhorkar, Ananshi Chugh, Srishti Dayal, Garima 
Dubey, Ankita Jain, Rachit Jain, Bhumija Jain, Shruti K, Ashish Kainth, Yasmine Kakkar, Sania  
Motwani, Sahana Nabaneeta, Anjali Naik, Divya Patnaik, Sangeet Sabharwal, Vrinda Sarkar, Sonia 
Sharma, Goral Shroff, Taneet Singh Ranhotra, and Manan Vij.

Christy Hodgson, who drove the marketing strategy and app branding and helped to bring together  
how the Human Capital Trends story was told. Her strategic mind and flawless coordination allowed us  
to increase the power of the story and the company videos. Melissa Doyle and Steve Dutton for their 
leadership in public relations. 

Andrew Pollen and the Deloitte Digital team who partnered with us to lead the design and development 
of the new HC Trends web app. Nidal Haddad for his executive sponsorship from Deloitte Digital.

The Deloitte Insights team that supported the report’s publication, including Junko Kaji, who provided 
editorial guidance; Sonya Vasilieff, our Deloitte Insights art director; Sarah Jersild, who created the 
Deloitte Insights introductory video; Alok Pepakayala, who assisted the app development team; and 
Amy Bergstrom and Alex Kawecki, who led Deloitte Insights’ deployment efforts. 

Sue Ostaszewski, Karen Miklic, Laura Elias, and Marykate Reese, who created the marketing assets, 
and Shannon Pincus, Caroline Regan Williams, Ayushi Agarwal, Christina Anderson, Maggie  
Godleski, Caroline Levy, and Devina Vimadalal, who drove the development of the company videos  
in the app. Deepti Agarwal, Angela Ayton, Bob Hughes, Lucy Matthews, Reuben Paul, and Gloria 
Viedma Navarro, who worked on the client-facing materials for this year’s report.

Mia Farnham, Alejandra Arrue, and Dany Rifkin for their support in conducting research to support 
the trends.

Jennifer Fisher, Michelle Machalani, and Susanna Samet for providing their expertise in diversity and 
inclusion and in public policy.

Jeffrey Winn and Elaine Loo for providing their expertise in cyber.

Vivek Katyal for providing his expertise and input on the people data chapter.

Stacey Philpot, Jeff Rosenthal, and Pushp Deep Gupta for their expertise and input on the  
C-suite chapter.

Walt Sokoll, Chetan Jain, and Leendert van der Bijil for their expertise in the HCM technology space.

ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆 2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド



ソーシャル・エンタープライズ（社会的企業）の興隆
2018 デロイト グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド

Deloitte Insights contributors
Editorial: Junko Kaji, Karen Edelman, Abrar Khan, Nikita Garia,  
Matthew Budman, Rithu Thomas, Preetha Devan
Creative: Sonya Vasilieff, Molly Woodworth
Promotion: Amy Bergstrom, Alex Kawecki
Artwork: Traci Daberko

Sign up for Deloitte Insights updates at www.deloitte.com/insights. 

  Follow @DeloitteInsight

デロイトインサイトについて
デロイトインサイトはビジネスや公共サービス、そしてNGOに関わる人々にインサイトを与える、オリジナルの記事やレ
ポート、定期刊行物を発行しています。私共のプロフェッショナルサービスを提供する組織とビジネスや学術に関わる共
著者から研究結果や経験を引き出し、企業幹部や政府のリーダーとなる方々に、幅広い視野で議論を進めていただくこ
とを目的としています。
デロイトインサイトはDeloitte Development LLC.によって発行されています。

本誌について
この出版物は一般に公開されている情報だけを含んでおり、Deloitte Touche Tohmatsu Limitedおよびそのメン
バーファーム、関連法人は、この出版物により、会計・ビジネス・ファイナンス・投資・法律・税務その他のプロフェッショ
ナルとしてのアドバイスやサービスについて影響を受けるものではありません。この出版物はプロフェッショナルとして
のアドバイスやサービスを代替するものではなく、ファイナンスやビジネスの成果に関わる、組織の決断や行動を判断す
る際の基礎資料となるものでもありません。ファイナンスやビジネスに影響し得るいかなる行動・決断についても、事前
に適切なプロフェッショナル・アドバイザーに相談されることをお薦めします。
この出版物に基づく判断により個人が損失を受けた場合でも、Deloitte Touche Tohmatsu Limitedおよびそのメン
バーファーム、または関連法人は、いかなる責任も負うものではありません。

Copyright © 2018 Deloitte Development LLC. All rights reserved.

デロイト トーマツ グループは日本におけるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）のメンバーファームであるデロ
イト トーマツ合同会社およびそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナン
シャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT弁護士法人およびデロイト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の
総称です。デロイト トーマツ グループは日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監
査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。また、国内約40都市に約
11,000名の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト（www.deloitte.
com/jp）をご覧ください。

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリーサービス、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連す
るサービスを、さまざまな業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界150を超える国・地域のメンバーファームのネットワークを
通じ、デロイトは、高度に複合化されたビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスを
Fortune Global 500®の8割の企業に提供しています。“Making an impact that matters”を自らの使命とするデロイトの約245,000名の専門家に
ついては、Facebook、LinkedIn、Twitterもご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、英国の法令に基づく保証有限責任会社であるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのネットワーク組織を
構成するメンバーファームおよびその関係会社のひとつまたは複数を指します。DTTLおよび各メンバーファームはそれぞれ法的に独立した別個の組織
体です。DTTL（または“Deloitte Global”）はクライアントへのサービス提供を行いません。Deloitteのメンバーファームによるグローバルネットワークの
詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、その性質上、特定の個人や事業体に具体的に適用される個別の事情に対応す
るものではありません。また、本資料の作成または発行後に、関連する制度その他の適用の前提となる状況について、変動を生じる可能性もあります。
個別の事案に適用するためには、当該時点で有効とされる内容により結論等を異にする可能性があることをご留意いただき、本資料の記載のみに依拠
して意思決定・行動をされることなく、適用に関する具体的事案をもとに適切な専門家にご相談ください。

Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited
  
© 2018. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
ヒューマンキャピタル ディビジョン
〒100-6390 東京都千代田区丸の内2-4-1 丸の内ビルディング
Tel 03-5220-8600　Fax 03-5220-8601
問合わせ先：DTC_HC@tohmatsu.co.jp
www.deloitte.com/jp/dtc


	GlobalHumanCapitalTrends_表紙H1
	GlobalHumanCapitalTrends_表紙H2
	GlobalHumanCapitalTrends_00a_目次
	GlobalHumanCapitalTrends_00b_はじめに
	GlobalHumanCapitalTrends_01
	GlobalHumanCapitalTrends_02
	GlobalHumanCapitalTrends_03
	GlobalHumanCapitalTrends_04
	GlobalHumanCapitalTrends_05
	GlobalHumanCapitalTrends_06
	GlobalHumanCapitalTrends_07
	GlobalHumanCapitalTrends_08
	GlobalHumanCapitalTrends_09
	GlobalHumanCapitalTrends_10
	GlobalHumanCapitalTrends_99_後付
	GlobalHumanCapitalTrends_表紙H3
	GlobalHumanCapitalTrends_表紙H4

